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緒  言  

 
 
昨年までの報告書の緒言では、「石油・天然ガスの役割は益々重要視され、エネルギ

ー安全保障の観点からも、石油・天然ガスの埋蔵量の確保は世界的に重要課題である。

我が国においては、陸域の油ガス田は極めて限定的であるため、海域における石油・天

然ガスの発見・開発に大きな期待がかけられていて、そのために、本事業では、海洋石

油・天然ガス開発に関する保安及び鉱害防止に係る規制法令やガイドラインの内容等を

調査した。」と書き出していた。ところが、昨年発生した世界的なコロナ感染と、地球

温暖化対策として打ち出された「脱炭素」の方針によって、油価がマイナスになるな

ど、石油・天然ガスを取り巻く環境も大きく変化している。しかしながら、コロナ感染

が終息すれば、（特にアジア、アフリカ等の発展途上国において）エネルギー需要が再

び増加することは疑いがなく、その全てを再生可能エネルギーや原子力で賄うことは不

可能であり、石油・天然ガスがエネルギー供給に一定の貢献をすることが不可欠であ

る。また、次世代のエネルギーとして期待が高まりつつある水素であるが、一足飛びに

理想とされるグリーン水素が製造できるとは考えられず、遷移期間として、化石燃料を

利用したブルー水素が製造されることが容易に想像され、この意味でも、石油・天然ガ

スは、依然として重要な役割を果たすものと予測されている。  

こうした状況下における我が国のエネルギー安全保障を鑑みるに、国産の石油・天然

ガスは極めて重要なエネルギー資源と位置付けられるが、上記のように、残念ながら我

が国においては、陸域の油ガス田は極めて限定的であり、メタンハイドレート等の非在

来型資源や微生物起源の天然ガスを含め、海域における石油・天然ガスの発見・開発に

大きな期待がかけられている。その証左として、平成 30 年 5 月 15 日に「第 3 期海洋基

本計画」が閣議決定され、今後 10 年以内に民間企業が参画して商業化を視野に入れた

プロジェクトが開始されるような検討もなされている。また、平成 31 年 2 月 15 日に

は、経済産業省の「海洋エネルギー・鉱物資源開発計画」が改定され、我が国周辺海域

の探査実績の少ない海域における国主導での石油・天然ガスの基礎物理探査等の促進が

謳われ、新たに三次元物理探査船「たんさ」も導入されて、これまで以上に高度な技術

を駆使した海洋石油・天然ガスの探鉱が始められている。さらには、我が国近海を対象

とした、石油・天然ガスの基礎試錐・産出試験、メタンハイドレートの調査、等も活発

に継続されている。  

経済産業省では、我が国近海における石油・天然ガス開発の促進を視野に入れ、平成

25 年度から 3 年間をかけ、大水深の海洋における石油・天然ガス開発を対象とした保安

対策及び鉱害防止対策に対する動向を調査した。さらには、平成 30 年度から本年度ま

での 3 年間に、「石油・ガス供給等に係る保安対策調査等事業（海洋における石油・天

然ガス開発に係る保安調査）」、すなわち本調査を実施し、浅海域を含む海洋における石

油・天然ガス開発に関する国外の保安及び鉱害防止等に関する規制動向について調査を

実施した。  
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本年度の調査では、上記の平成 25 年度から 3 年間の調査及び一昨年度・昨年度の調

査の結果を踏まえつつ、一昨年度・昨年度の調査報告書において挙げられた課題を中心

に調査を行い、その結果に基づき保安及び鉱害防止に関する世界的な現状を把握するこ

とに努めた。保安対策の動向調査においては、海洋石油・天然ガス開発の先進国である

米国、英国を対象に、浅海域も含む海洋における石油・天然ガス開発における保安に係

る 13 項目の規制法令やガイドラインの内容、官民の役割分担等を調査した。一方、鉱

害防止に関しては、英国、オーストラリアを対象に、石油・天然ガス開発において実施

された環境影響評価について、環境影響評価書等の内容の分析を行い、平成 30 年度か

らの 3 年間で、試探掘段階、開発・生産段階、廃止段階をバランスよく調査した。ま

た、海洋石油・天然ガス開発の国内事例として、最近 10 年間に実施された基礎試錐に

おける保安対策及び鉱害防止対策について調査した。さらには、近年注視されている気

候変動に伴う激甚化する自然災害への対応についても調査を実施した。  

なお、本年度の調査は、平成 30 年度からの 3 年間の調査の 3 年目となるため、本報

告書には、本年度の調査結果のみならず、上記 3 年間のまとめとして、保安対策及び鉱

害防止対策についての調査結果の集大成と、本調査で知見を得た海外事例を我が国に適

用する場合の課題等も記載した。  

現在我が国の海洋石油・天然ガス開発に対しては、鉱業法、鉱山保安法、海洋汚染防

止法等が適用されているが、今後海洋石油・天然ガス開発が活発化した場合には、国際

法あるいは国際的な動向も視野に入れた法整備が必要となるかもしれない。本調査の結

果が、我が国の海洋石油・天然ガス開発における保安対策及び鉱害防止対策に対する指

針策定に資するのみならず、将来の法整備に際して参照に値するものとなれば幸甚であ

る。  

最後に、本事業にご協力いただいた委員各位に、心から感謝の意を表する。  

 
 

令和 3 年 3 月  
令和２年度海洋における石油・ガス開発に係る保安調査委員会  
委員長 早稲田大学 栗原 正典  
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略語／用語説明  
 

API    American Petroleum Institute：米国石油協会  

AUV Autonomous Underwater Vehicles：自立型無人潜水機  

BEIS Department for Business, Energy and Industrial Strategy：ビジネス・エネルギ

ー・産業戦略省（石油開発所管省庁，英国）  

BOEM Bureau of Ocean Energy Management：海洋エネルギー管理･規制･執行局(米
国内務省) 

BOP 
Blowout Preventer：暴噴防止装置。坑井掘削中または坑井仕上げ作業中に、

暴噴の徴候があったときに、坑井を密閉し噴出防止作業を行うために坑口

の上に取り付ける装置。  

BSEE Bureau of Safety and Environmental Enforcement：安全･環境執行局(米国内務

省) 

CA Comparative Assessment 

CFR Code of Federal Regulations：連邦規則集(米国) 

CO2 Carbon Dioxide：二酸化炭素  

CSG Casing:ケーシングパイプ  

DECC Department of Energy and Climate Change：エネルギー気候変動省（現 BEIS，
英国）  

DP Drill Pipe：ドリルパイプ  

DWOP Deepwater Operations Plan：大水深作業計画（米国）  

EIA Environmental Impact Assessment：環境影響評価もしくは環境影響評価制度  

EIS Environmental Impact Statement：環境影響評価書  

ENVID 

Environmental Impact Identification：環境影響評価書の作成に先立ち、事業

者、環境コンサルタント等が、環境コンサルタントの選定案に基づき、評価

項目を確認、また同時に、初期的なリスク評価の実施を行うためのワーク

ショップ  

ES Environmental Statement：環境評価書（英国）  

EU  European Union：欧州連合  

EU 指令  European Union Directive：EU 加盟各国の法的整合を図り、欧州経済を活性

化する目的で制定した各国共通のルール  

FPSO Floating Production, Storage and Offloading：浮体式生産貯蔵積出設備  

GOM Gulf of Mexico：メキシコ湾  

HSE Health, Safety and Environment：安全衛生環境  

HSE UK U.K. Health and Safety Executive：安全衛生庁(英国) 

ICES International Council for the Exploration of the Sea：国際海洋開発理事会  

IMCA International Marine Contractors Association：国際マリンコントラクター協会  
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IMO International Maritime Organization：国際海事機関  

IOGP International Association of Oil & Gas Producers：国際石油･天然ガス生産者協

会(OGP から IOGP に変更) 

ISO International Standards Organisation：国際標準化機構   

JNCC Joint Nature Conservation Committee：共同自然保護委員会（英国）  

MARPOL 条

約  
International Convention for the Prevention of Pollution from Ships：海洋汚染防

止条約：マルポール条約  

MER UK Maximising Economic Recovery from the UKCS：北海復権油田開発活性化，

投資拡大への取組み（英国）  

MODU Mobile Offshore Drilling Unit：移動式海洋掘削ユニット  

NOPSEMA National Offshore Petroleum Safety and Environmental Management Authority：
国家海洋石油安全環境管理庁（オーストラリア）  

NORSOK Norsk Sokkels Konkurranseposisjon-Norway：ノルウェー規格  

NORSOK ノルウェー規格協会  

NTL Notice to Lessees and Operators：鉱区保有者への通告（米国）  

OCS Outer Continental Shelf：連邦管轄大陸棚（米国）  

OGA The Oil and Gas Authority：規制機関（英国）  

OGP International Association of Oil & Gas Producers：国際石油･天然ガス生産者協

会＝IOGP 

OPRED Offshore Petroleum Regulator for Environment and Decommissioning：BEIS 内

の部署  

OSPAR オスパール条約：Oslo and Paris Convention より命名された、北東太平洋の

海洋環境保護条約  

ROV Remotely Operated Vehicle：遠隔操作無人探査機  

PRA Probabilistic Risk Assessment：確率論的リスク評価  

RP Recommended Practice：API 規格の一つ（米国）  

SEA Strategic Environment Assessment：戦略的環境評価  

SFF Scottish Fishermen’s Federation：スコットランド漁業連盟  

SSSV Subsurface safety valve 

TBG Tubing:チュービングパイプ  

UKCS U.K. Continental Shelf：大陸棚(英国) 
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１．事業の目的 

国内の石油・天然ガス鉱山開発のための試掘については、この 10 年間における国の委

託事業として 3 か所で基礎試錐を実施している。他方、本邦周辺での民間企業による探鉱

投資は、昭和 60 年代から著しく減少しており、この 10 年間では海洋における石油・天然

ガス開発にかかる委託事業の基礎試錐と合わせて数本の試掘が行われたのみである。  
平成 30 年 5 月 15 日に第３期海洋基本計画が閣議決定され、同計画中では、国際情勢を

睨みつつ、平成 30 年代後半以降に民間企業が参画する商業化を目指したプロジェクトが

開始されるよう、資源量の把握、生産技術の開発、環境影響評価手法の開発、経済性の評

価及び法制度のあり方の検討を行うこととなり、基礎物理探査の機動的実施や、有望な構

造への試掘機会を増やすための検討が盛込まれている。  
さらには、平成 31 年 2 月 15 日に経済産業省が公表した海洋エネルギー・鉱物資源開発

計画においても、我が国周辺海域の探査実績の少ない海域において、石油・天然ガスの賦

存状況を把握するため、国主導での基礎物理探査及び三次元物理探査を実施し、併せて、

民間企業による効率的・効果的な探査を実現し、詳細な地質情報の把握を図ることが盛り

込まれている。  
海外における海洋での石油・天然ガス開発においては、開発が停滞していたオーストラ

リアでも平成 30 年以降「Barossa Area Development」及び「Crux Development」等の新た

なプロジェクトが立ち上がっている状況となり、また、我が国内においては、令和元年度

に経済産業省が北海道日高地域沖合において基礎試錐の委託事業を実施し、今後も当該事

業が継続される予定となっている。  
こうした動向を受け、今後、我が国の周辺の海洋において石油・天然ガス開発が行われ

る場合を想定し、保安及び鉱害防止上の課題を整理する必要があるため、経済産業省は、

「平成 30 年度石油・ガス供給等に係る保安対策調査等事業（海洋における石油・天然ガ

ス開発に係る保安調査）」（以下、「30 年度調査」という。）及び「令和元年度石油・ガス

供給等に係る保安対策調査等委託費（海洋における石油・天然ガス開発に係る保安調

査）」（以下、「元年度調査」という。）を実施し、海洋における石油・天然ガス開発に関す

る国外の保安及び鉱害防止等関する規制動向及び廃止措置に関する規制動向について調査

を実施した。  
本調査においては、「30 年度調査」及び「元年度調査」の結果を踏まえつつ、同調査報

告書において挙げられた課題を中心に追加で調査を行い、その結果に基づき我が国におけ

る保安及び鉱害防止規制の課題について、海外と比較することにより、規制適用の問題点

について整理し、規制法令、ガイドライン等のあり方について検討することを目的とす

る。  
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２．事業内容 

２.１ 事業内容 

 海外の石油・天然ガス開発に係る保安対策の最新動向調査  

海外で石油・天然ガス開発を多数実施している国（開発先進国：米国、欧州において、

海洋での開発を行う場合に必要とされている保安対策について、規制法令の内容、規制

当局及び関連機関並びに関連民間団体等におけるガイドライン類の内容、官民の役割分

担及び許認可に必要な手続等の文献調査を行った。  

2013 年度から 2015 年度に経済産業省の委託業務で一般財団法人エンジニアリング協

会が実施した「大水深海底鉱山保安対策調査」（以下、「25～27 年度調査」と略）でピ

ックアップした 10 項目を含め、掘削、生産、閉山期間を対象に、海洋での石油開発を

行う場合に必要な保安対策について最新動向を調査した。調査対象国は、保安規制の見

直しによる新たな規制が適用されている米国、英国の 2 か国とした。2015 年以降の米

国及び英国の保安対策並びに鉱害防止対策に係る規制の見直し状況を表 ２.１-1 に示

す。  
 

表 ２.１-1 米国及び英国の保安規制動向 

  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

国 動向 内容

米国 2016年4月
暴噴防止システムおよびウェ
ルコントロール規則

マコンド事故後の規制見直しの仕上げ
新たな規制内容ごとに最長で5年の猶予期間を設
定し、順次適用

2018年12月
NTL2018-G03（BSEE通達） 施設の整理を厳格化

2019年5月
暴噴防止システムおよびウェ
ルコントロール見直し規則

2018年にパブリックコメント（業界意見）を募集し、
改正規則施行

2021年1月
気候関連API改定

RP 2MET（設計のための気象海象条件データ）の
第二版発行

英国 2015年7月
海洋施設（海洋安全指令）
（Safety Case等）規則

EU指令への適合のため諸規則を改訂
現存する生産設備については3年、その他について
は1年の猶予期間を設定

2016年10月
Oil Gas Authority（OGA）設立 廃止の規則（費用負担責任等）見直し

2021年1月
EU Exit

EU Exit Regulations 2018発効、関係規則のEU関
係記述修正等
2020 Offshore EIA Regulations発効

2021年2月
OGA Strategy改定 施設撤去にあたってCCSへの利用検討を明示
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 海外の石油・天然ガス開発に係る鉱害防止対策の最新動向調査  

海外の石油・天然ガス開発において実施された環境影響評価について、評価されてい

る内容の分析を行った。  

各国の環境影響評価の動向を表 ２.１-2 に示す。調査対象国は英国、及びオーストラ

リアの２か国を候補とし、分析する環境影響評価書等は、2019 年に公開された環境影響

評価書を基として一部「25～27 年度調査」で扱った 2 件も対象とした。  

 
表 ２.１-2 各国の環境影響評価の動向 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 保安・鉱害防止対策上の課題の整理  

（１）及び（２）の調査結果を踏まえ、我が国周辺の海洋で石油・天然ガス開発を実

施する場合を想定し、現状と今後の保安・鉱害防止対策上の課題を整理した。  

 

 

 

 

 

国 内容

米国 「25～27年度調査」の評価書分析によると、政府機関が評価書を作成する
ため、プロジェクトごとの評価書の内容に差異がみられない

英国 北海で評価書公開件数増加
公開件数
～2015年 8 件

2016年 5 件 （30年度調査済）
2017年 9 件 （30年度調査済）
2018年 20件（うち6件について元年度調査済）
2019年 6件

オーストラリア 2017年に初めて現行規制下で作成された評価書（OPP：Offshore Project 
Proposal）が公開
公開件数
～2015年 2 件（旧制度下で作成された評価書）

2017年 1 件（30年度調査済）
2018年 1 件（元年度調査済）
2019年 2件
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２.２ 事業実施方法 

 海外の石油・天然ガス開発に係る保安対策の最新動向調査  

文献調査及び WEB 調査により各国の法令等（法律、規則、技術基準の内容等）及びガ

イダンス等について、最新動向を調査した。  

調査項目は、「元年度調査」（2019 年）と同じく「25～27 年度調査」で取り上げられた

10 項目に、「着底式施設及び固定式施設関連」及び「ケーシングデザイン関連」を加え、

閉山（廃坑、プラットフォーム等施設撤去等）時の対策については、廃坑とプラットフ

ォームの 2 項目に分け、以下の 13 項目とした。また、近年の台風・ハリケーンの強大化

等の自然災害の激甚化に対処するために行われた規則、規格類の変更等については、「着

底式施設及び固定式施設関連」に含めた。  

 

①プラットフォーム等施設の撤去及び廃坑関連（2 項目）  
 プラットフォーム等施設の撤去  
 廃坑関連  

②坑井制御と坑井健全性に関するもの（4 項目）  
 BOP 
 セメンチング  
 モニタリング等坑井健全性  
 ケーシングデザイン関連  

③機器、装置に関するもの（6 項目）  
 キャッピングスタックシステム関連  
 ROV 関連  
 ダイナミックポジショニング関連  
 海底面に設置する装置・設備関連  
 浮体式施設及び移動式施設関連  
 着定式施設及び固定式施設関連  

④作業に関するもの（1 項目）  
 緊急時計画関連  

 
調査した主な規則，規格，ガイドライン等を表 ２.２-1 に示す。  
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表 ２.２-1 調査した主な規則，規格，ガイドライン等 

 
・BSEE Bureau of Safety and Environmental Enforcement：安全･環境執行局(米国内務省) 

・OPRED Offshore Petroleum Regulator for Environment and Decommissioning：英国規制機

関 BEIS（Department for Business, Energy and Industrial Strategy：ビジネス・エネルギー・

産業戦略省）内の部署  

・OGA The Oil and Gas Authority：英国規制機関  

・API  American Petroleum Institute：米国石油協会  

・ISO International Standards Organisation：国際標準化機構  

・IOGP International Association of Oil & Gas Producers：国際石油･天然ガス生産者協会  

・IPIECA International Petroleum Industry Environmental Conservation Association：国際石

油産業環境保全協会  

・IMCA International Marine Contractors Association：国際マリンコントラクター協会  

 

 
  

国/機関 内容

米国 連邦規則集 CFR Title 30
• Part250,550 (Oil And Gas And Sulphur Operations In The Outer Continental Shelf
• Part254 (Oil-spill requirements for facilities located seaward of the coastline

BSEE通達 NTL（2018-G03等）

英国 The Offshore Installations (Offshore Safety Directive) (Safety Case etc) Regulations 2015
規制機関ガイダンス

• OPRED：Offshore Oil and Gas Decommissioning Guidance Notes
• OGA：Guidance notes for industry on the decommissioning of offshore installations and 

pipelines under the Petroleum Act 1998，The OGA Strategy (2021)等

API RP2MET（Derivation of Metocean Design and Operating Conditions）
Bull 2HINS（Guidance for Post-Hurricane Structural Inspection of Offshore Structures） 等

ISO ISO16530-1: Petroleum and natural gas industries – Well Integrity- (2017)

IOGP Report585: Overview of International Offshore Decommissioning Regulations (2017)
IOGP/IPIECA Report594: Source Control Emergency Response Planning Guide for Subsea 
Wells (2019)
IOGP/IPIECA Report595: subsea Capping Stack Design and Operability Assessment (2020)

IMCA Guidance for the safe and efficient operation of remotely operated vehicles 
Guidelines for installing ROV Systems on vessels or platforms
Guidelines for the shared use of sensors for ROV and survey purposes
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 海外の石油・天然ガス開発に係る鉱害防止対策の最新動向調査  

昨年度の調査では、英国の廃止事例が他の事業段階の事例よりも数が多く、事業段階

間の比較に事例数の影響が懸念された。そのため、今年度の調査では事業段階ごとの数

を同等として比較するため、新たに試探掘 2 件、開発生産 2 件を加え、累計で試探掘 5
件、開発生産 5 件、廃止 6 件とした。試探掘段階については前年度に新たな環境影響評

価書が入手できなかったため、「25～27 年度調査」で扱った 2 件を追加した。  

調査対象とした環境影響評価書を表 ２.２-2 に示す。 

現況調査手法、ステークホルダーとの調整等、開発先進国において廃止に際し求めら

れる環境影響評価の内容及び手続等について、表 ２.２-3 に示す項目につき環境影響評

価書の記載内容を確認した。「25～27 年度調査」で実施された各国規制法令の内容、規制

当局及び関連機関並びに民間等におけるガイドライン類の内容、官民の役割分担及び許

認可に必要な手続等について、2016 年以降の変更について調査し、内容を更新した。  

 
表 ２.２-2 英国及びオーストラリアにおいて公開された分析対象環境影響評価書 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

段階 プロジェクト名
事業者

（オペレーター）
作成者
（コンサル）

離岸距離
（km）

水深
(ｍ)

事業概要 公開年

試
探
掘

North Uist
Exploration Well BP Genesis Oil and Gas 

Consultants Ltd. 125 1,291 掘削船による探査井の掘削及び廃坑。 2011

Niobe 
Exploration Well Suncor Energy BMT Cordah 45 55 ジャッキアップリグによる探査井の掘削。 2015

開
発
生
産

Arran
Dana 
Petroleum 
(E&P) Limited

Dana Petroleum 
(E&P) Limited
及び
Xodus Group

222 77－95
Arran Northに2本、Arran Southに2本のガス井を掘
削、海底仕上げし、延長約60kmのパイプラインで
既存のShearwaterプラットフォームに接続する。

2019

Laverda Premier Oil 
UK Ltd

Premier Oil UK Ltd
及び
Genesis Oil and Gas 
Consultants Ltd.

175 85

Catcher開発海域の拡張として、Laverdaフィールド
の開発を行う。ジャッキアップリグで油井を1本掘
削、延長約2.4kmのフローラインを敷設、既存の
Varaderoマニフォールドに接続する。

2019

廃
止

（H30年度、R１年度ですでに6件の蓄積があり今年度の追加調査は予定していない）

豪
州

Scarborough
Woodside 
Energy 
Limited

不明 200 900 -
1,000

ガス田。坑井を掘削、仕上げ、マニフォールド、
フローライン、アンビリカル、ライザー等を設置
する。坑井から、900m離れて係留されたセミサブ
型の浮体式生産ユニットに接続される。約430ｋ
ｍのトランクラインで陸上設備と接続される。

2019

Corowa KATO Energy 
Pty Ltd

不明 50 90

油田。4本の坑井を掘削し、生産設備と坑井改修設
備を備えたジャッキアップユニット、係留式の浮
体式貯蔵積出設備、これらを繋ぐフローライン等
の設備を設置する。

2019
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表 ２.２-3 調査項目及び分析手法 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 保安対策及び鉱害防止対策上の課題の整理  

（１）及び（２）の調査結果を踏まえ、我が国周辺の海洋で石油・天然ガス開発を実

施する場合の具体的な設備等による開発イメージを想定し、現状と今後の保安・鉱害防

止対策上の課題を整理した。  

課題整理に当たっては、鉱業法・鉱山保安法による規制のみならず、環境影響評価法、

大気関係及び水質関係の規制、生物保護関連の諸法令、船舶関連の諸規制等、その他の

法令で規制されている保安対策及び鉱害防止対策も想定して検討を行った。  

我が国の鉱業法・鉱山保安法等と調査国の法令・ガイドライン類との間の、規制対象

及び規定内容の対応関係を明確にしながら、保安対策及び鉱害防止対策上の課題を整理

した。  

 

 委員会の設置  

本調査及び取りまとめに当たっては、本調査分野に関して高度な知見を有する学識経

験者及び関係団体から成る委員会を設置、運営し（委員長１名、委員５名、開催回数２

回）、当該委員会による検討評価を踏まえて実施した。  

委員については、「元年度調査」における委員会構成員に準じ表 ２.２-4 に示す有識
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Platforms”が発行され1)、2010 年発行の NTL 2010-G05”Decommissioning Guidance for Wells 
and Platforms”を更新、度重なるハリケーン通過時の石油・ガス開発産業施設の被害を受

け、廃止の定義をより明確にした。  

その他、施設撤去後のサイトの原状復帰の確認等についてのガイダンス NTL 2019-
G05“Site Clearance and Verification for Decommissioned Wells, Platforms, and Other 
Facilities“2)（2019 年 5 月）等が発行されている。  

 

 米国航空宇宙局（NASA）との協力  

(a) 概要  

近年石油開発を取り巻く環境はより苛酷になっており、また、新しい技術の導入の必

要性といったチャレンジにも直面している。このため安全と環境保全を確保する高いレ

ベルで確保するためには潜在するリスクへの理解がより重要になっている。そのため

BSEE は NASA 3)ジョンソン宇宙センターの Safety & Mission Assurance Branch と共同で、

2016 年より 5 ヶ年計画で Probabilistic Risk Assessment(PRA)の考え方が石油開発に適用可

能かどうか評価しようとしている4)。  

これは意思決定の判断が未だ経験によるものが多い海洋石油開発において PRA の適

用可能性と適合性を評価し、開発に伴うリスクの理解とそれらを定量的に評価し、監理

すること目的としたものである。既に PRA は原子力事業業界をはじめ、宇宙航空、化学、

運輸等、様々な業界に採用され成功している。石油ガス開発業界でも既に一部オペレー

ターへのサポートを提供済みである。PRA は NASA がミッションを安全に遂行するため

に使用している評価ツールの一つで、Probabilistic Safety Assurance （PSA）とも称され

る。  

(b) PRA の特徴  

・PRA はシステムとオペレーションの双方を定量的と定性的の両方からの異なる視点か

ら見ることのできるリスク評価ツールである。  
・PRA は”Low probability sequence of event”から”high consequence outcome”につながりか

ねないリスクの識別と軽減を可能にするものである。  
・PRA は十分に設計されたシステムやプロセス中に存在するリスクの識別と分析のため

の包括的かつ体系化された訓練されたアプローチ手法である。  
・これは合理的にシステムまたはプロセスにおける考えられる起こりうる全ての事象や

影響を考慮しようとするものである。  
・一般的に PRA では以下の三つの基本的質問に答えを求めるものである。  

 ・どのような事象またはシナリオが起きるか？  
 ・発生頻度や関連する不確実性は何か  

                                                      
1 https://www.bsee.gov/sites/bsee.gov/files/notices-to-lessees-ntl//ntl-2018-g03.pdf  
2 https://www.bsee.gov/sites/bsee.gov/files/notices-to-lessees-ntl//ntl-2019-g05.pdf 
3 National Aeronautics and Space Administration：米国航空宇宙局  
4 https://www.bsee.gov/what-we-do/offshore-regulatory-programs/risk-assessment-analysis/probabilistic-risk-

assessment-analysis  
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 ・その結果どういった結果が発生するか  
・PRA モデルは”Failure sequence”を作成するもので、これは通常設計者が考える”Success 

sequence”とは異なる。  
・PRA では Rare Event のモデリングと定量化に使用されるもので、最初に終末状態が決

められる。  
・PRA は Event Tree Model、Fault Tree Model、Simulation Model に区分できる。(ただしこ

れらに限定されるという訳ではない)。  
 

(c) PRA ガイド  

BSEE 及び NASA の PRA ガイド 5),6)は、いわゆる Policy Document ではなく、また規制

要件に関して議論するものでもない。これはむしろ特定のモデル化手法について議論す

るもので、複雑かつ危険性の高いオペレーションでの意思決定に役立つことが判明して

いる。BSEE の PRA ガイドは特に海洋掘削施設においてリスク情報に基づいた意思決定

が可能なように PRA を適用してオペレーションをサポートするために作成されたもの

である。この適用対象と考えられているのは大水深、大深度掘削、 HPHT 坑井等が考え

られている。  

定性的リスク評価は一般的に経験値や専門的知識を基本とした分類的リスク評価とな

っている。一方定量的リスク評価では経験値からリスクを数値化するものである。  

PRA の実行フローチャートを図 ３.１-1 に示す。  

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図 ３.１-1  PRA の実行フローチャート  
出典：Probabilistic Risk Assessment: Applications for the Oil & Gas Industry, 

NASA Document No. JSC-SAA-NA-24402-01, May 1, 2017 

                                                      
5 https://www.bsee.gov/sites/bsee.gov/files/pra-05012017-whitepaper.pdf  
6 https://www.bsee.gov/sites/bsee.gov/files/ProbalisticRiskAssessment%20%28PRA%29/ bsee_pra_procedures 

 _guide_-_10-26-17.pdf 
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本ガイドは以下の通り四つのセクションに分かれている。  

Section1：Introduction 
Section2：Risk Analysis Technique 
Section3：Data Development/ Quantification 
Section4：Result Presentation and Interpretation 
Appendix 

 
本ガイドの概要は以下のとおり。  

・Section1：Introduction 章では、本ガイドの目的、本ガイドのスコープ、リスクとリ

スクマネジメントについて、PRA とはどういったものかということが説明されて

いる。  

・Section2：Risk Analysis Technique 章では、定性的リスク評価と定量的リスク評価

との違い、どうやって理論的なモデルを作成するかが説明されている。作成する

モデルは①Fault Tree Model、②Event Tree Model、③Simulation Model の三つであ

る。さらに Event Sequence Diagram、Fault Tree と Event Tree の関連付け、Dependence
の重要性、加えてシミュレーション例が紹介されている。  

・Section3：Data Development/ Quantification 章ではどうやってデータを作成するか、

それぞれの事象の定量化、主な事象の発生頻度、等についてが説明されている。

この章ではまた Failure の構成要素、一般的な原因、人的過失、に加え、ある特定

の施設のデータを利用したベイズモデルを利用した解析等が紹介されている。  

・Section4：Result Presentation and Interpretation 章では、不確実性のレビューを含み

どうやってモデルを定量化するかについてが説明されている。  

また、Appendix として、Fault Tree に使用される基本的事象の例、計算頻度、Failure Rate
と事象データのソース、ベイジアンモデルについてのディスカッション、等が付けられ

ている。  

BSEE は 2016 年に”PRA Procedure Guide for Offshore Application” 1st ドラフトを発行し

ている。その後の動きとしては、2017 年 3 月に 2nd ドラフト発行、2018 年後半に  3rd ド
ラフトを発行する予定となっている（2021 年 3 月時点で BSEE ホームページで確認でき

るのはドラフト 1 の改定版ガイド7)のみである）。  
 

 英国の動向  

OGA8)は、石油・天然ガス開発に係る諸申請を審査する際の方針を示した OGA Strategy
を改訂し、2021 年 2 月発効の改定 OGA Strategy9)は、2050 ネットゼロカーボン目標を達

                                                      
7 https://www.bsee.gov/sites/bsee.gov/files/ProbalisticRiskAssessment%20%28PRA%29/ bsee_pra_procedures 

 _guide_-_10-26-17.pdf 
8 Oil & Gas Authority 
9 https://www.ogauthority.co.uk/media/6980/annex-2-the-oga-strategy.pdf  
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成するために石油天然ガス産業に義務を課し、経済的回収最大化戦略（Maximising 
Economic Recovery（MER10)）UK Strategy）を変更するもので、ネットゼロが MER の中

核義務の一部であることを明示した11)。  

OGA では、改定 OGA Strategy は「進行中のエネルギー移行を反映し、生産に伴う温暖

化ガス排出の削減、CCS プロジェクトの支援、クリーン水素製造の加速へ進む努力を含

む、石油天然ガス産業のネットゼロへの多くの義務が特色」としている12)。  

施設撤去に関し、改定 OGA Strategy では「施設の所有者は撤去計画作成にあたって、

対象海域内のすべての施設について、CCS のために継続利用または再利用する実行可能

な選択肢に関して適切に検討したことを確認し、実証できななければならない」と CCS
についての検討義務が明文化された。  

 

                                                      
10 https://www.ogauthority.co.uk/media/3229/mer-uk-strategy.pdf  
11 https://www.ogauthority.co.uk/regulatory-framework/the-oga-strategy/  
12 https://www.ogauthority.co.uk/news-publications/news/2021/revised-oga-strategy-comes-into-force/  











19 

３.１.２ プラットフォームの撤去及び廃坑関連 

 廃坑及び施設撤去  

 米国 GOM 地域における施設撤去の現状  

米国法による海洋プラットフォーム等の撤去は海と海底の状態を鉱区リース前の状態

に戻すこととされている13)。海底面より構造物を商業漁業、Aquaculture、軍事活動、運輸

の邪魔にならないようにリース期限が切れる一年以内に撤去する必要がある。  

撤去は以下の手順で実行される。  

・坑井を廃坑  
・海底面下 15ft より深い位置で坑井を切断・撤去  
・ライザー撤去  
・プラットフォームの基礎部分を海底面下 15ft より深い深度で切断・撤去  
・構造物を陸上に搬送してスクラップにするか、または人工漁礁海域に移動  
・サイトクリアランスが適切に実施されたかを評価  
・プラットフォーム位置に残余物等が残っていないか、障害物が無いかを確認  
 

プラットフォーム撤去前にはオペレーター会社は撤去方法に関して事前に BSEE に申

請して承認を受ける必要がある。また National Environmental Policy Act に基づき、BOEM
がサイト毎の環境影響評価を実施し、撤去方法に問題が無いと判断されれば BSEE が承

認を与える。その他、撤去に際しては陸軍工兵隊、US Fish and Wildlife、沿岸警備隊、運

輸省  (DOT), Pipeline and Hazardous Material Safety Administration 等の他の省庁も関与し

てくることとなる。  

BSEE は Rig to Reef を含むプラットフォームの撤去申請に関し以下を含むレビューを

実施している。  

・Reef Material（例えばプラットフォームジャケット、固定式プラットフォームの躯体

等）が安定していて近傍のインフラや資源に脅威を与えないかどうか  
・Rig to Reef Site が潜在的な危険や非構造物を含んでいないか、全ての沈められたデ

ッキが構成部品や装置を撤去しているかどうか  
・Rig to Reef Site が将来 OCSLA で許可されているオペレーションの妨げにならない

かどうか  
・Rig to Reef Site が他の OCS 利用者との軋轢を生み出さないか、さらには人工漁礁と

して許可されている州の人工漁礁海域や計画海域に位置しているかどうか  

2019 年時点で GOM 地域には 1,862 基のプラットフォームが存在しており、2017 年 1
月 1 日時点で 515 基のプラットフォームが人工漁礁に転用されている。内訳はルイジア

ナ州 : 350、テキサス州 :145、ミシシッピ州 : 12、アラバマ州 : 5、フロリダ州 :3 である。  

                                                      
13 Outer Continental Shelf Lands Act (OCSLA) 
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1986 年以来、内務省（及び BSEE）は 550 件の Rig to Reef Program を承認し、その内

の 6 件を却下している。却下の理由は OCS 内の特に活動中の石油ガスパイプライン等の

他のインフラとの距離（近接性）が主要な理由である。また予定されている漁礁サイト

が海底地滑り発生可能地域にあったり、人工漁礁計画海域外に位置しているような場合

には申請は拒否している。  

現在、11 か所の指定人工漁礁海域が存在する。BSEE は Texas Park and Wildlife Dept.と
共同で新たに Corpus Christi 沖に 2 つの計画海域の設置を進めている。テキサス州は

Highland 沖に非常に大きな人工漁礁海域を設置している。テキサス州沖にはその他にも

High Island General Permit Reefing Area の外側に 17 の特別人工漁礁海域を指定している。 

ルイジアナ州沿岸には連邦海域に 9 つの人工漁礁海域を持ち、17 の特別人工漁礁海域

を州海域に設定している。これらにより計画された人工漁礁海域の外側に位置している

PF の受け入れが可能となっている。ルイジアナ州の人工漁礁海域は”Deep water planning 
area”として 400ft 以深の海域に指定されている。現在までに 8 つの構造物が Deep water 
planning area に沈められている。内務省はミシシッピ州沖の連邦海域にも 8 つのサイト

を作っている。  

 

 英国 OGA ガイドライン  

改定 OGA Strategy では、  
・施設の所有者は撤去計画作成にあたって、対象海域内のすべての施設について、CCS

のために継続利用または再活用する実行可能な選択肢に関して適切に検討したこと

を確認し、実証できななければならない  
・英国海域にある施設は、前項で考慮された再利用また再活用する選択肢を含む、経

済的に回収可能な石油の最大限の回収を損なうことない最も経済的な方法で廃棄さ

れなければならない。ここには、廃棄に関する新技術、普及途上の技術、既存技術

が、その理想的な効果で適用されることを確認しなければならないことを含む。  
等とし、さらに前述したように、  

・施設の所有者は撤去計画作成にあたって、対象海域内のすべての施設について、CCS
のために継続利用または再活用する実行可能な選択肢に関して適切に検討したこと

を確認し、実証できななければならない  
と CCS についての検討義務が明文化された。  
 

 IOGP ガイドライン（IOGP 撤去ガイドライン）  

(a) 概要  

IOGP14)は 2017 年に世界中の主な産油国の海洋施設の撤去と坑井の封鎖についての規

則とガイドラインを 2 分冊の報告書” Overview of International Offshore Decommissioning 
Regulations”に取り纏めて発行した。Vol.1 では施設、Vol.2 では坑井の廃坑について纏め

                                                      
14 International Association of Oil & Gas Producers  
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られている。この報告書は世界の産油国 32 ヶ国を国連の環境計画とそれに関連する

Regional Sea Program における区分けにていくつかの地域にグループ分けして、その撤去

に関連する規制、ガイドラインに関しレビューを行ったものである。  

産油国の内訳は、アブダビ、アルジェリア、アンゴラ、オーストラリア、アルゼンチ

ン、ブラジル、ブルネイ、カナダ、デンマーク、エジプト、赤道ギニア、ガボン、ガイア

ナ、インド、インドネシア、イタリア、カザフスタン、マレーシア、ミャンマー、オラン

ダ、ニュージーランド、ナイジェリア、ノルウェー、ロシア、タイ、トリニダード・ト

バゴ、英国、米国、ベネズエラ等が含まれていて（アルファベット順）、これらの国が北

西太平洋、地中海、カスピ海、中東、西アフリカ、南アジア、東アジア、太平洋、カリブ

海、北極、米国、ロシア、南米の 12 地域にグループ分けされている。  

結果として、これらにリストアップされている国においても、多くの国で特別な廃坑

規則やガイドラインは最低限の内容に留まっているか、あるいは存在していないという

状況であり、それらの国ではオペレーター会社が最適な方法で提案・実施するという結

果となっている。  

本報告書に含まれた内容は世界の異なる地域での撤去に関する規則と環境に及ぼすイ

ンパクトをどう整理しているかを理解するためにまとめられたものであり、BP 社、

Chevron 社、Exxon Mobil 社、Shell 社及び Total 社の知見をまとめた業界共同プロジェク

トである。  

本項では Vol.1 の施設の撤去に関する部分につき内容を紹介する。尚、関連する法律等

は本ガイドラインが発行された 2017 年時点のものであり、その後新たに変更されている

ものもあることから注意が必要である。  

Vol.1 では以下の項目を対象として、施設の撤去に関する規則、管轄する規制当局、撤

去に際しての特別な要求事項があるかを主眼に纏められている。  
- プラットフォームと関連設備の撤去  
- パイプラインの撤去  
- パイル切断に対して必要な措置  
- 撤去計画または同等の書類、それらを提出するに必要な期間と工程  

 

(b) 英国の事例  

英国は、以下の国際条約及び地域条約に組み込まれている。  

①国際条約  
- UNCLOS III15)（批准）  
- IMO 会員（1949 年より）  
- London Convention 及び London Protocol に批准  
- Basel Convention16)（参加調印）  

                                                      
15 海洋法に関する国際連合条約（United Nations Convention on the Law of the Sea）  
16 有害廃棄物の国境を越える移動及びその処分の規制に関するバーゼル条約  
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- CBD17)（批准）  
- CITES18)（批准）  

②地域条約  
- Reginal Seas Programme for the North East Atlantic – OSPAR Convention 
- EU MSFD19) 

 
英国の廃坑及び撤去に関連する国内法は以下の通りである。  
- Petroleum Act 1998 
- Energy Act 2008 and Energy Act2016: Oil and Gas Decommissioning 
- Marine and Coastal Access Act 2009 and Marine [Scotland] Act 2010 

撤去に際しては上記に加え、以下を含む一般的な環境及び廃棄物規制が適用される。  
- The Environmental Permitting [England and Wales] Regulations 2010 
- The Environmental Protection Act 1990 
- Special Waste Regulations 1996 – Special Waste Amendment [Scotland] 
- Transfrontier Shipment of Waste Regulations 2007 
- Health and Safety at Work etc. Act1974, the Offshore Safety Act 1992 及び  The Offshore 

Installations [Offshore Safety Directive][Safety Case etc.] Regulations 2015 [SCR 2015] 
- The Pipeline Safety Regulations, 1996 
 
英国における施設撤去の要求事項をまとめて表 ３.１-3 に示す。  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

                                                      
17 生物多様性条約  (Convention on Biological Diversity)  
18 ワシントン条約（絶滅のおそれのある野生動植物の種の国際取引に関する条約：（Convention on 

International Trade in Endangered Species of Wild Fauna and Flora）   
19 海洋戦略枠組み指令（The Marine Strategy Framework Directive）  





24 

- Basel Convention（参加調印）  
- CBD（批准）  
- CITES（批准）  

②地域条約  
- Reginal Seas Programme for the North East Atlantic – OSPAR Convention 
- EU MSFD 

 
ノルウェーの撤去に関連する国内法は以下のとおり。撤去に際して、規制官庁である

Norwegian Ministry of Petroleum and Energy (MPE)がそれぞれの撤去ケースに関し、審査

し、決定をする。ノルウェーにおける撤去の申請プロセスを図 ３.１-2 に示す。  

- Petroleum Activities Act, 1996 
- Parliament White Paper Report – No.47 [pipelines and cables], 1999-2000 
- Pollution Control Act 1981 
- Regulations on radioactive pollution and waste 

 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

図 ３.１-2 ノルウェーにおける撤去申請プロセス  

 
 

ノルウェーの石油業界団体である Norwegian Oil and Gas Association（NOROG）は海洋

施設の撤去に関するガイドラインを発行しており、その中に海洋施設の適切な撤去につ

いて記載している。海洋施設の適切な廃棄方法の区分けを表 ３.１-4 に、ノルウェーに

おける施設撤去の要求事項を表 ３.１-5 に示す。 

 

出典： IOGP Report584: Overview of International Offshore 
Decommissioning Regulations 2017- Vol.1: Facilities 
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ォルニア地域、アラスカ地域の三つに区分されている。  

米国は、以下の国際条約及び地域条約に組み込まれている。  
①  国際条約  
- UNCLOS III に参加調印（但し未批准）  
- IMO 会員（1950 年より）  
- London Convention1972 には参加、London Protocol1996 には参加せず  
- Basel Convention（参加調印）（但し未批准）  
- CITES（批准）  
- CBD には参加せず  

②  地域条約  
- Wider Caribbean [Cartagena Convention] 
- Pacific [Noumea Convention] 
- Arctic [AEPS] 

 
米国においては石油ガス活動に関する規則・規制は連邦レベルと州レベルの両者に存

在し、その結果、多くの官庁、規制当局が関わることになっている。連邦レベルでは DOI、
DOE、EPA など、また GOM 地域、カリフォルニア地域、アラスカ地域にもそれぞれ石油

ガス活動を監督する関係当局が存在している。内務省（DOI）では、石油ガス開発を BSEE
と BOEM の 2 局が所掌している。  

米国の撤去に関係する国内法は以下のものがあげられる。  
- Submerged Land Act [SLA] 1953 
- Outer Continental Shelf Lands Act [OCSLA] 1969 
- 30 CFR Part 250, Subpart Q Decommissioning Activities 
- Notice to Lessees (NTL) 
- National Artificial Reefs Plan, 2007 

 
連邦規則 30 CFR Part 250 による撤去に対する要求事項を表 ３.１-6 に示す。  
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ことにより達成される。坑井のバリヤーは坑井のアニュラス部、シール部を含み、鉛直

方向、水平方向に亘り坑井の全区間に展開されるべきものである。  
適切に選択したプラグ材を評価し、書類に記録を残さなければならない。一般的に受

け入れられているバリヤー材はセメントである。しかしながら世界中において条件が許

容されればメカニカルプラグの使用も許可されている。いずれにせよバリヤー材は浸透

性が極めて低く、また良好な境界面のシール性を保持していなければならない。長期に

わたる健全性と遭遇するであろう流体に対する抵抗性もこれらのプラグの健全性につい

ての鍵となる、と記載されている。  
 

(b) 英国  

英国における坑井廃坑に対する要求事項を表 ３.１-9 に示す。 

 
 

(c) 米国  

米国は一つの地域として扱われているが、その中でさらに GOM 地域、太平洋地域、ア

ラスカ地域と三つに分けられている。米国における要求事項を GOM 地域及び太平洋地

域を纏めて一つ、アラスカ地域で一つと二つに分けられている。それらを表 ３.１-10 及

び表 ３.１-11 に示す。 
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 テキサス州における廃坑規則  

(a) 概要  

テキサス州における油ガス開発の規制機関は Texas Rail Road Commission(テキサス鉄

道委員会以下 RRC)である。RRC はテキサス州で最も古い委員会であり、米国でも最も

古い委員会の一つである。同委員会は元々鉄道の不正利用防止と適切な関税を管理する

ために 1891 年に設立された委員会である。その後、1917 年にパイプラインの管理、1919
年に油ガス生産の管理と石油ガスの管理に移り、2005 年に鉄道事業は連邦政府の管理に

移ったことから現在では名称に鉄道の名前のみが残っているが油ガスの活動の規制機関

となっている。尚、テキサス州における環境関連の規制は Texas Commission on 
Environmental Quality (TCEQ)が担っている。  

テキサス州における廃坑規則は、Texas Administrative Code の  TITLE16 Economic 
Regulation, Part1 RAILROAD COMMISSION OF TEXAS, CHAPTER3 OIL AND GAS 
DIVISION, RULE §3.14 Plugging に決められている。  

 

(b) 廃坑にあたっての一般的要求事項  

廃坑にあたっての一般的要求事項を以下に示す。  

①  坑井は帯水層、油・ガス胚胎層、地熱資源層を含み全ての層が保護されるべく廃坑さ

れなければならない。また、廃坑にあたってのセメンチング作業は、オペレーターの

直接指揮下もしくはセメンチングサービス会社の雇用者ではないオペレーターの代理

人の指揮下で実施されなければならない。オペレーターとセメンチングサービス会社

両者共に、この規則と”Notice to Plug and Abandonment”にて決められた方法通りに廃坑

作業が出来なかった場合の罰則を正しく理解していなければならない。  
②  セメントプラグは全ての生産性のある層と帯水層をそれぞれ隔離すべく設置されなけ

ればならない。またセメントプラグは RRC の Oil and Gas Division の Ground Water 
Advisory Unit の指示する通りの位置にて複数の帯水層を分けるべく設置されなければ

ならない。オペレーターは最も深い深度にある帯水層の下端位置に TBG もしくはドリ

ルパイプ（DP）による Tagging にて、または District Director またはその代理人の認め

る方法にて、セメントプラグが設置されていることを確認しなければならない。  
③  セメントプラグは TBG または DP を用い、循環法かスクイズにより設置されなければ

ならない。他の方法によるプラグ設置は書面による申請と District Director による書面

による了承が必要である。  
④  廃坑に使用されるセメントは膨張剤無しの API で定める油井用セメントでなければな

らない。またミキシングにあたっても API 規格に沿っていなければならない。またセ

メンチングレポートにスラリー比重を記載しなければならない。Director は例えば高

温、岩塩層、腐食性の高い区間が存在する場合等の特定の条件にある場合セメント組

成を要求する場合がある。  
一方オペレーターは、書面にて提案する材料と設置方法について、全ての関連情報
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を書面で提出することにより膨張剤無しの API で定める油井用セメント以外の材料の

使用許可を求めることができる。Director はそのリクエストを、埋め立てられる坑井が

将来的に圧入もしくは廃棄目的で使用されることが無いか、坑井履歴、坑底圧力、坑

井が高圧層を掘り抜いていないか、代替材料の設置方法、圧縮強度、等を精査して使

用の可否を決定する。Director はその代替品または方法において、将来的に他の資源に

影響を与えないと確信できる場合においてのみ許可を与える。  
⑤  オペレーターは Director が了承したセメンチングサービス会社のみ使用することがで

きる。  
⑥  District Director は生産性のある層や帯水層を隠すため更なるセメントプラグの設置の

要求をする場合がある。  
⑦  陸上坑井に対しては、地表部は 10ft 分のセメントで塞ぎ、CSG は地表より 3ft 位置で

切断すること。  
尚、海洋坑井は海底面より 15ft で坑井を含み構造物を全て切断・撤去する要求事項

があるためこの条項は適用されない。  
⑧  坑内の全てのセメントで埋め立てられていない部分には、少なくとも比重 9.5ppg 以上

かつファンネル粘性 40 秒以上の流体、もしくは規制当局に認められた物質で満たされ

ていなければならない。  
坑井はセメント設置時には抑圧静止状態でなければならない。  

⑨  埋め立て作業においては、掘削不可能な物質（Non-Drillable Material）等は坑井への Re-
Entry を妨げるので使用してはならない。  

⑩  地表部以外の全てのセメントプラグは、それぞれ最低 100ft 以上のコラム長でなけれ

ばならず、さらには地表からセメントプラグ下端まで深度が 1,000ft 増えるごとにエク

セス量を 10%ずつ増やす必要がある。  
 

(c) セメンチング要件  

また、設置する各 CSG 毎にセメンチングの要件が決められている。  

(i) サーフェス CSG に対する埋め立て要求事項  

前述したように RRC では保護すべき帯水層が決められていて、サーフェス CSG 部の

セメント埋め立てに際しては帯水層の保護が重要な要件となっている。  

①  サーフェス CSG 設置が不十分で、インターミディエイト CSG またはプロダクション  
CSG が回収された時に保護すべき帯水層が坑井に曝される結果になる、または結果的

にそれら CSG が設置されずに保護すべき帯水層が坑井に曝される結果になる場合、最

も深い深度の帯水層の下端深度の少なくとも上下 50ft ずつ（計 100ft）をセメントで埋

め立てなければならない。このセメントプラグはドリルパイプまたは TBG により

Tagging して確認しなければならない。もしセメントプラグが正規の位置に設置されて

いない場合は再設置する必要がある。さらにサーフェス CSG のシュー位置にシュー

を挟んで上下少なくとも 50ft ずつ（計 100ft）セメントで塞がなければならない。  
②  サーフェス CSG が保護すべき帯水層全てを隠している場合、サーフェス CSG シュー
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位置において、シューを挟んで上下少なくとも 50ft ずつ（計 100ft）セメントで塞がな

ければならない。  
③  サーフェス CSG が最も深い帯水層の再下端より 200ft 以上深い位置で設置されている

場合、追加措置としてサーフェス CSG 内側部に帯水層下端深度に最下端位置を挟んで

少なくとも 50ft ずつ 100ft のコラム長のセメントプラグを設置しなければならない。  
④  セメントプラグは必要に応じ帯水層それぞれに対し設置される必要がある。  
 

(ii) インターミディエイト CSG に対する要求事項  

①  全ての保護すべき帯水層の区間と全ての生産性のある地層にセメンチングが実施され

ているインターミディエイト CSG を設置している坑井は、前述の一般的要求事項⑩同

様の方法とそれぞれの層に対応する深度に合わせて CSG 内側にもセメント設置しな

ければならない。  
②  全ての保護すべき帯水層の区間と全ての生産性のある地層にセメンチングが実施され

ていないインターミディエイト CSG を設置している坑井は、CSG が回収されない場合

は CSG に穿孔をし、CGS 外側の必要な深度にセメントをスクイズしなければならない  
③  加えて帯水層が複数存在する場合、RRC Oil and Gas Division の Ground Water Advisory 

Group の指示に従い複数のセメントプラグをそれぞれに設置しなければならない。  
 

(iii) プロダクション CSG に対する要求事項  

①  全ての保護すべき帯水層の区間と全ての生産性のある地層にセメンチングが実施され

ているプロダクション CSG を設置している坑井は、前述の一般的要求事項⑩同様の方

法と、それぞれの層に対応する深度に合わせて CSG 内側にもセメント設置しなければ

ならない。このプラグは最低でも 100ft コラム長が必要で最も深い帯水層の下端深度

を挟み上下 50ft ずつにくるように設置しなければならない。  
②  全ての保護すべき帯水層と生産性のある層に対してセメンチングが実施されていない

プロダクション CSG を設置している坑井において、CSG の回収がされない場合はプロ

ダクション CSG に穿孔し、CSG 外側にセメントをスクイズしなければならない。  
③  その直上に 20ft のセメントを設置した鋳鉄製ブリッジプラグの使用を District Manager

もしくはその代理人が許可する場合もある。但し、その場合でもブリッジプラグは製

造者の推奨する圧力仕様を越えた温度・圧力を持つ坑井には設置してはならない。  
④  加えて複数の帯水層を隔離する必要がある場合、Oil and Gas Division の Ground Water 

Advisory Unit の指示に従い、複数のセメントプラグをそれぞれに設置しなければなら

ない。  
 

(iv) スクリーンもしくはライナー部に対する要求事項  

①  可能であればスクリーンまたはライナーを坑井から回収すること。  
②  スクリーンまたはライナーの回収が不可能な場合、一般的要求事項⑩に従い、スクリ

ーンまたはライナーの直上にセメントプラグを設置すること  
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(v) プロダクション CSG を設置しない裸坑部に対する要求事項  

①  もし生産性のある層がありその圧力または層の及ぼすであろう問題が判明している場

合、その層の頂部と下部にその境界を挟んでセメントプラグを設置すること。それぞ

れのセメントプラグはその高さにおいてこの一般的要求事項⑩に示される十分な量の

セメントであること。  
②  もしそれらの層の Gross な層厚が 100ft に満たない場合、それらの層の下端位置より

50ft 下まで TBG または DP を降下し、そこから層の最上部上 50ft 位置までセメントを

立ち上げられるように十分な量のセメントを送入すること。  
その量はセメントプラグ下端までの深度で 1,000ft 毎にエクセス量を 10%ずつ追加

するように計算すること。  

(vi) 水平坑に対する要求事項  

①  水平坑に対する要求事項も基本的な部分はこの一般的要求事項⑩に従うこと  
②  水平坑井のセメントプラグは生産層の上部深度を挟み上下 50ft ずつにまたがるように

設置すること。もしくはプロダクション CSG を生産層の直上に設置する場合は、プロ

ダクション CSG シューから 50ft のセメントプラグを設置すること。もしプロダクショ

ン CSG を生産層内に設置する場合、アイソレーションプラグをプロダクション CSG
シュー下 50ft 位置から生産層上端深度上 50ft まで設置しなければならない。  

③  Commissioner はこの Section D (7)に基づき更なるセメントプラグの設置を要求するこ

とができる。  
 

District Director またはその代理人は設置するセメントプラグがこれらの基準を満たし

ていると判断した場合においてのみ Notification of Intention to Plug を承認する。  

テキサス州の廃坑基準は、帯水層部分では特に CSG の腐食を前提にして CSG 内側に

もセメントプラグの設置を求めている点に特徴がある。また本規則中に記載が無い部分

については業界慣習や API に従うこととなっている。  

これらの廃坑に当たっての例は RRC が発行している冊子”Well Plugging Premier” 23)に

も図入りで記載されているので参考になる。  

このうち例を図 ３.１-3～図 ３.１-10 に示す。 

 
 
 
 
 
 
 

                                                      
23 Well Plugging Primer, Railroad Commission of Texas, January, 2000 
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図 ３.１-3 全ての帯水層を隠したサーフェス CSG に対するセメントプラグ設置例 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図 ３.１-4 帯水層下 200ft に設置されたサーフェス CSG に対するセメントプラグ設置例 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図 ３.１-5 帯水層をセメントで全て隠したインターミディエイト CSG に対するセメン

トプラグ設置例 

 

出典：Well Plugging Primer, Railroad Commission of Texas, January 2000 

出典：Well Plugging Primer, Railroad Commission of Texas, January 2000 

出典：Well Plugging Primer, Railroad Commission of Texas, January 2000 
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図 ３.１-6 帯水層がセメントで隠されていないインターミディエイト CSG に対するセ

メントプラグ設置例  

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図 ３.１-7 帯水層をセメントで全て隠したプロダクション CSG に対するセメントプラ

グ設置例  

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図 ３.１-8 帯水層がセメントで隠されていないプロダクション CSG に対するセメントプ

ラグ設置例  

出典：Well Plugging Primer, Railroad Commission of Texas, January 2000 

出典：Well Plugging Primer, Railroad Commission of Texas, January 2000 

出典：Well Plugging Primer, Railroad Commission of Texas, January 2000 
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図 ３.１-9 プロダクション CSG が設置されていない裸坑部に対するセメントプラグ設置

例  

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図 ３.１-10  水平坑に対するセメントプラグ設置例  

 
 

坑井の廃坑や施設の撤去後の Site Clean-up に際しては、連邦法、州法、特に RRC、

General Land Office (GLO)、及び陸軍工兵隊の定める管理規則に沿った廃坑、撤去及び Site 
Clean-up が求められる。  

陸上においては、地表面より 3ft 以深で CSG を切断し、全ての構造物を撤去する。ま

た、海域においては、廃坑及び施設撤去の後、坑井を中心として半径 300ft の範囲を、サ

イドスキャンソナー、トロール船による底引き、ダイバーによる目視、または GLO によ

る書面にて許可された方法のいずれかにより障害物が残っていないことを確認する必要

がある。  

 

出典：Well Plugging Primer, Railroad Commission of Texas, January 2000 

出典：Well Plugging Primer, Railroad Commission of Texas, January 2000 
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 ルイジアナ州における廃坑規則  

(a) 概要  

ルイジアナ州の油ガス活動の規制機関は、Louisiana Department of National Resources (以
下 LDNR)である。LDNR は Oil and Gas、Energy、Mineral Resources、Coastal Management
等 を 管 理 し て い る 。 ま た テ キ サ ス 州 同 様 、 環 境 関 連 は Louisiana Department of 
Environmental Quality (LDEQ)が担っている。  

 

(b) 廃坑手順  

①  廃坑前に廃坑の意思を示す Notification (Form DM-4)を担当する District Manager に提出

する。廃坑に当たってリグがまだ現地にある場合（例えば掘削したが結果が Dry だっ

たような場合）、District Manager は口頭で廃坑の許可を出し、後に手続きをすることも

できる。この要求事項に従わないオペレーターは、District Manager により後に更なる

セメントプラグの設置を求められることがある。もしくはオペレーターが主張すると

ころのセメントプラグの存在を証明することを求められることがある。  
②  オペレーターが District Manager により廃坑許可を得た後、廃坑作業開始 12 時間前ま

でに Inspector に連絡することが求められる。掘削または改修作業中の場合、District 
Manager に口頭にての通知を行うことにより 12 時間前までの連絡は免除される。  

③  廃坑作業においては Oil Bearing 層を保護することを基本とする。  
(ア) 穿孔された Pool をそれぞれ隔離するのに十分な量のセメントを使用すること。セ

メントプラグは 100ft 以上で穿孔区間の直上または穿孔区間にまたがって設置す

ること。District Manager はそれが望ましいと考えた場合直上に少なくとも 10ft の
セメントを置いたブリッジプラグを生産層それぞれに設置することを許可するこ

ともある。  

(イ) スクリーンまたは Perforated Liner を設置した坑井において、スクリーンまたは

Perforated Liner を回収することが現実的ではない場合は、スクリーンまたはライ

ナーの直上のできる限り近い位置に少なくとも 100ft 以上のセメントプラグを設

置すること。District Manager はそれが望ましいと考えた場合、セメントプラグの

代わりにスクリーンまたはライナー直上に少なくとも 10ft のセメントを置いたブ

リッジプラグを生産層それぞれに設置することを許可することもある。  

(ウ) プロダクション CSG が設置されない、もしくは坑井より回収された場合、100ft 以
上のセメントプラグが、少なくともサーフェス CSG シューを 50ft ずつ挟んで設置

しなければならない。その代わりにオペレーターはサーフェス CSG シュー上 50ft
の位置にセメントリテーナーを設置して、リテーナー直下からサーフェス CSG シ

ュー下 50ft まで十分な量のセメントをスクイズしなければならない。その後リテ

ーナー直上に 10ft のセメントプラグを設置すること。  

(エ) プロダクション CSG が回収されて、またはプロダクション CSG が設置されずに

結果として帯水層が曝された場合、最も深い深度の帯水層下端より 100ft 深い位
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置から。帯水層上 150ft までの区間にセメントプラグを設置しなければならない。

それに加えてサーフェス CSG シューを挟んで上下 50ft ずつセメントを設置する

こと。  
上記の代わりにオペレーターはサーフェス CSG シュー直上 50ft の位置にセメ

ントリテーナーを設置して、リテーナー直下からサーフェス CSG シュー下 50ft ま
で十分な量のセメントをスクイズする選択肢も考慮することができる。その後リ

テーナー直上に 10ft のセメントプラグを設置すること。  

(オ) 地表部に設置する 30ft のセメントプラグの次の位置に来るセメントプラグはタギ

ングにより評価されなければならない。但し、リテーナーが使用された場合はタ

ギングは必ずしも必要ではない。  

(カ) 高圧油ガス層または高圧水層が存在する場合はそれらに応じ、また District 
Manager が要求する場合は更なるセメントプラグを設置すること。  

(キ) 坑井地表部には 30ft のセメントプラグを設置すること。  

(ク) District Manager の許可が得られている場合を除き、セメントで埋め立てられてい

ない部分には 9ppg 以上の泥水を設置すること。  

(ケ) District Manager の承認が得られている場合を除き全てのセメントプラグは循環法

または Pump down 法にて設置すること。またセメントプラグ設置時には坑井は静

止状態になっていること。  

(コ) 地表部のセメントプラグを設置した後、陸域では Plow Depth より最低でも 2ft よ
り深い深度で CSG を切断すること。海域では CSG は最低でもマッドラインより

10ft 深い深度で切断すること。  
もし、オペレーターが将来塩水圧入や他の目的で Re-Enter を考えている場合、

District Manager はオペレーターよりの書面での Plow Depth もしくはマッドライン

以下で切断しない旨のリクエストを受け取った後、許可をすることもある。  

(サ) 廃坑計画は、坑井作業中に予測できない状況に陥った場合に、District Manager が
許可を与えた場合のみに変更することができる。  

④  いかなる坑井をいかなる理由にて廃坑した場合でも、完全な報告書を残さなければな

らない。  
 

本規則中に記載が無い部分については業界慣習や API に従うこととなっている。  
 

テキサス州、ルイジアナ州ともに廃坑前に事前に規制当局にその計画と妥当性を審査

してもらい、承認を受ける必要がある。また、廃坑作業にあたっては、規制当局よりの

立ち合いが行われる。  
また、両州共に”Orphan Well”に対する廃坑計画を持っていて、事業者不在、所有者不

在の坑井に対し、その評価を行いランキングに沿って、州政府が基金を使用して廃坑作
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業を実施している。特に漏洩等安全・環境上の問題がある坑井については優先的に廃坑

が実施される。  
 

３.１.３ 坑井制御と坑井健全性に関するもの 

 セメンチング関連  

主要サービス会社である Halliburton 社及び Schlumberger 社の動向につき、調査を実施

した。  

Halliburton 社、Schlumberger 社、共に 2010 年代中半～後半にかけて紹介されたセメン

トシステムが主で、特に直近数年での新しいセメントシステムの開発の発表は特にない。 

セメントシステムとしては所謂 Well Life Cement や Self Healing Cement と呼ばれるも

のが比較的新しいシステムである。  

・ Halliburton 社 LifeCem、Lock Cem、Lock Seal、等  
・ Schlumberger 社 FUTUR、CemFIT、Flex Seal、等  

 
特に廃坑作業等にはレジン（合成樹脂）等のポルトランドセメント以外のものを使用

したシステムも使用されてきている。  

 

 モニタリング等坑井健全性関連  

 坑井の健全性に関する国際規格  

ISO は石油ガス業界における坑井健全性に関する国際規格（ISO 16530-1 Petroleum and 
natural gas industries – Well Integrity-）Part1: Life cycle governance を 2017 年に発行してい

る。  

これは油ガス開発のオペレーターが坑井の全段階、計画段階、建設段階、操業段階、

改修段階、廃止段階において坑井の健全性を確保するための考えを示したもので、最低

要件とリコメンデーションを挙げ、それぞれの各段階において坑井健全性の確保には何

が必要となるかいうことを示した包括的なガイドラインとなっている。それぞれの段階

でその段階での必要要素として、目的、組織とタスク、Risk Register、坑井バリヤー、リ

スクマネジメント、モニタリング等について説明が記されている。  

坑井健全性のマネジメントの一般的な概念と要素について図 ３.１-11 に示す。  
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図 ３.１-11 坑井健全性マネジメントにおける一般的な要素 

 
 

本国際規格の構成は以下のようになっている。  
1）  Common element of the well integrity life cycle 
2）  Basis of design phase 
3）  Well design phase 
4）  Well construction phase 
5）  Well operation phase 
6）  Well intervention phase 
7）  Well abandonment phase 
 
その他、付属として、リスクアセスメント方法、Risk Register、坑井バリヤーの模式図

例、坑井の Handover に必要な情報例等が付けられている。  

例えば、先の坑井健全性マネジメントにおける一般的な要素は Well construction phase、
Well operation phase 及び Well abandonment phase ではそれぞれ以下のように図示される。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

出典： ISO 16530-1 Petroleum and natural gas industries – Well Integrity - Part1 : Life 
cycle governance, First edition, March 2017 
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図 ３.１-12 Well construction phase における一般的な要素  

 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図 ３.１-13 Well operation phase における一般的な要素  

 
 
 

出典： ISO 16530-1 Petroleum and natural gas industries – Well Integrity - 
Part1 : Life cycle governance, First edition, March 2017 

出典： ISO 16530-1 Petroleum and natural gas industries – Well Integrity - 
Part1 : Life cycle governance, First edition March, 2017 
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図 ３.１-14 Well abandonment phase における一般的な要素  

 
 

この中で例えば坑井バリヤーには以下のように物理的なものだけでなく人的なものも

含んでいる。  
- Hardware Barrier（設計、設置されテストされた装置等）  
- Operational Barrier（モニタリング機器、実施及び手順等）  
- Human Barrier（能力、熟練度、トレーニング）  
- Administrative Control（役割毎の任命、評価、レビュー等）  

バリヤー確保の考え方として、オペレーターはバリヤーの考え方を定義し、書面にし

て、坑内流体をコントロールするための原則を作成すること、多数のバリヤーの確保と

それらに冗長性を持たせることが高いレベルでの Reliability の確保につながることが述

べられている。  

バリヤーについてもう少し詳細に見ていくと、Hardware Barrier、Operational Barrier、
Human Barrier、Administrative Control はそれぞれ以下が例示されている。尚、Hardware 
Barrier は Primary と Secondary の二つに分けられている。  

1）  Hardware Barrier 
①  Primary Barrier 

キャップロック、掘削流体、CSG 及びセメント、プロダクション CSG、プロダク

ションパッカー、仕上げストリングス、SSSV、坑口 Master Valve 等  

②  Secondary Barrier 

出典： ISO 16530-1 Petroleum and natural gas industries – Well Integrity - 
Part1 : Life cycle governance, First edition, March 2017 
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非浸透性の地層、仕上げ流体、CSG 及びセメント、噴出防止装置、CSG ハンガー

及び Seal Assembly、坑口バルブ、TBG ハンガー及び Seal、クリスマスツリーとそ

の接続部、ツリー袖バルブ等  

2）  Operational Barrier 
検知及び監視装置、作業手順書、作業時の安全隔離、インターロックシステム、

Permit-to-work システム等  

3）  Human Barrier 
訓練、認識と反応、危険に対する反応に関しての技術・技量、経験値、監督能力

等  

4）  Administrative Control 
設計基準、材料の取り扱い基準、手順書とマニュアル、変更システム、品質管理

計画等  
 

本国際規格は、どちらかというとプラットフォーム的な規格であり、概要は示してい

るものの、詳細については述べられておらず、それぞれの引用元の参考文献を参照する

ことを勧めるようになっている。  

引用されている規格、ガイドライン等のリストを表 ３.１-12 に示す。  
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表 ３.１-12 引用されている規格、ガイドライン等のリスト  

1 ISO/TR 10400 Petroleum and natural gas industries – Evaluations and calculations for the 
properties of casing, tubing, drill pipe and line pipe used as casing or tubing 

2 ISO 10417 Petroleum and natural gas industries – Subsurface safety valve systems – Design, 
installation, operation and redress 

3 ISO 10418 Petroleum and natural gas industries – Offshore production installations – 
Analysis, design, installation and testing of basic surface process systems 

4 ISO 13628-1 Petroleum and natural gas industries – Design and operation of subsea 
production systems – Part1: General requirements and recommendations 

5 ISO 13703 Petroleum and natural gas industries – Design and installation of piping systems 
on offshore production platforms 

6 ISO 14224 Petroleum, petrochemical and natural gas industries – Collection and exchange 
of reliability and maintenance data for equipment 

7 ISO 14310 Petroleum and natural gas industries – Downhole equipment – Packers and 
bridge plugs 

8 ISO 17776 Petroleum and natural gas industries – Offshore production installations – Major 
accident hazard management during the design of new installations 

9 ISO 31000 Risk management – Principles and guidelines 

10 IEC 31010 Risk management – Risk assessment techniques 

11 API STD 6AV2 Installation, Maintenance, and Repair of Surface Safety Valves and Underwater 
safety Valves Offshore (replacing API RP 14H) 

12 API/TR 10TR1 Cement Sheath Evaluation 

13 API RP 14B Design, Installation, Repair and Operation of Subsurface Safety Valve Systems 

14 API RP 14C Recommended Practice for Analysis, Design, Installation, and Testing of Basic 
Surface Safety Systems for Offshore Production Platforms 

15 API RP 14E Recommended Practice for Design and Installation of Offshore Production 
Platform Piping Systems 

16 API RP 90 Annular Casing Pressure Management for Offshore wells 

17 DNV RP 0501 Erosive Wear in Piping Systems 

18 EU Directive EU Directive 2013/30/EU on Safety of Offshore Oil and Gas Operations and 
amending Directive 2004/35/EC 

19 NACE/SP 0169 Control of External Corrosion on Underground or Submerged Metallic Piping 
Systems 

20 NORSOK/SP 
001 

Process Design 

21 NORSOK 
D-010 

Well integrity in drilling and well operations 

22 OGP 415 Asset integrity – The key to managing major incident risks 

23 OGP 456 Process safety – Recommended Practice on Key Performance Indicators 

24 Oil and Gas UK Guidelines for the Abandonment of Wells 

25 Oil and Gas UK Guidelines on Qualification of Materials for the Abandonment of Wells 

26 Health & Safety 
Executive UK 

Offshore Information Sheet No.3, Guidance on Risk Assessment for Offshore 
Installations, 2006 

27 Health & Safety 
Executive UK 

Principles and guidelines to assist HSE in its judgements that duty-holders have 
reduced risk as low as reasonably practicable 

28 ISO/TS 17969 Petroleum, petrochemical and natural gas industries – Guidelines on competency 
for personnel 

STD: Standard  
TR: Technical Report  
RP: Recommended Practice 

 
 



49 

本シリーズ（ISO 16530）の Part2 は Technical Specification として操業中の坑井健全性

について纏められ 2014 年に発行されているが（Part2: Well Integrity for the operational 
phase）、内容的には 2017 年発行のものとほぼ同様である。尚、こちらは現在取り下げら

れた状態になっている。  
 

３.１.４ 機器、装置に関するもの 

 キャッピングスタックシステム関連  

 IOGP ガイドライン  

(a) 概要  

IOGP 及び IPIECA24)は共同で 2019 年から 2020 年にかけて「Source Control Emergency 
Response Planning Guide for Subsea Wells」と「Subsea Capping Stack Design and Operability 
Assessment」の 2 冊のキャッピングスタックに関連するレポート（IOGP/IPIECA Report）
を発行している。  

前者は海底坑井の Source Control（キャッピング作業）実施には何が必要かといった全

体の概要を紹介したもの、後者がキャッピング作業とはどういうものか、どういうこと

を評価する必要があるか等、どちらかといえばエンジニアリング的な部分に焦点を当て

たものとなっている。  

 

(b) Report594: Source Control Emergency Response Planning Guide for Subsea Wells 

(i) 概要  

目的はオペレーターが適切な Subsea Source Control Emergency Response Plan を計画、

準備できるようにすることである。基本的な対応組織、役割、責任、坑井設計時の考慮

事項、Source Control Option、実行時の考慮事項をカバーしている。これによりオペレー

ター会社が Subsea Source Control とはどのようなものかを Non-Technical な利害関係者に

も提供できるようなそれぞれの緊急時対応計画を作成できることを期待している。  

本報告書は以下のトピックを含んでいる。  
・Subsea Source Well Control についての Overview 
・Source Control の要素  
・Emergency Response の枠組み（Framework）  
・Source Control Equipment を Support するための坑井設計に当たっての考慮事項  
・Subsea Well Source Control Response Plan 
・キャッピングスタックの要求事項とその準備  
・Flow Containment Equipment の準備  

また、本報告書の Core Body とはなっていないものの Source Control Aspect に関連する

                                                      
24 International Petroleum Industry Environmental Conservation Association：国際石油産業環境保全協会  
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トピックには以下を考慮するものである。  

・Well Control Incident 防止  
・Surface Oil Spill Response 
・Surface または Dry Tree Well Response 
・Formal Incident Command System Structure 
・キャッピングスタックシステムの継続的な追跡  
・遵守法令  
・Relief Well の計画・掘削、及び Well Kick Operation 

 
本報告書の構成は以下の 4 パートに分かれている。  
1) Overview Source Control Emergency Response (SCERP) 
2) Engineering Activities to Support SCREAP Planning 
3) Capping Stack Planning and Installation 
4) Logistics Planning 

 
以下にそれぞれの概要を紹介する。  
 

(ii) Overview Source Control Emergency Response (SCERP) 

Overview では Source Control Emergency Response (SCERP)実施に当たっての必要と考

えられる体制、何をする必要があるか等について概要が記載されている。  

SCERP はそれぞれの会社の Incident Management System 毎に特有のものであるが、直

接、非直接に限らず多くの会社が US National Incident Management System (NIMS)で定義

された事故時指揮系統（ICS25)）の原則に従っているのが現状であり、ICS では様々な複

雑さの度合いの緊急時対応の管理する標準化されたプロセスを提供されていること、本

報告書でも同様の組織構成を採用していることが述べられている。  

また Source Control では以下の作業を実施する必要がある。  

・Site Survey 
・BOP Intervention 
・デブリ除去  
・Subsea Dispersion 
・キャッピング作業  

これらを同時並行で遂行するには以下のグループを創設し、作業を進める必要がある。 
・Relief Well グループ  
・SIMOP グループ  
・Well Capping（準備）グループ  

                                                      
25 Incident Command System 
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・Engineering Service グループ  
・Site Survey Task グループ  
・BOP Intervention グループ  
・デブリ除去グループ  
・Subsea Dispersant Task グループ  
・Capping Task グループ  
・Well Containment グループ  

 
SCERP 対応組織図の例を図 ３.１-15 に示す。  
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図 ３.１-15 SCERP 対応組織図の例  

 
出典： IOGP / IPIECA Report 594 “Source Control Emergency 

Response Planning Guide for Subsea Wells”, January 2019 
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また、SCERP の期間と工程を図 ３.１-16 に示す。  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図 ３.１-16 SCERP 期間と工程  

 
 

(iii) Engineering Activities to Support SCREAP Planning 

特定のプロジェクトにおける SCRERP 作成にはいくつものタスクを同時並行的に進め

る必要があり本項ではそれらがまとめられている。  
タスクのまとめを表 ３.１-13 及び表 ３.１-14 に示す。  

 
 
 
 
 
 
 
 

出典： IOGP / IPIECA Report 594 “Source Control Emergency 
Response Planning Guide for Subsea Wells”, January 2019 
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図 ３.１-17 Relief Well 掘削計画模式図  

 
 

(iv) Capping Stack Planning and Installation 

本項ではキャッピングスタックの仕様、動員、展開方法などが説明されている。  
例えば、傾いた坑口装置に対しては、①Mechanical Shim を用いる方法、②Hydraulic 

Operate Tool を用いた方法、③Subsea Pile を使用した矯正方法の三つが紹介されている。

このうちの③の Subsea Pile を使用した矯正方法の説明図を図 ３.１-18 に示す。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図 ３.１-18  Subsea Pile を使用した矯正方法  

 

出典： IOGP / IPIECA Report 594 “Source Control Emergency 
Response Planning Guide for Subsea Wells”, January 2019 

出典： IOGP / IPIECA Report 594 “Source Control Emergency 
Response Planning Guide for Subsea Wells”, January 2019 
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(v) Logistics Planning 

Logistics Planning では、以下の項目を検討する必要があることを紹介している。  
・Logistics Survey 
・空港位置  
・陸上輸送  
・輸入手続き  
・Quayside 能力  
・クレーン等  

 
また、本レポートでは、Appendix として、炭化水素の Containment Planning、SCRERP

の各グループの詳細、2018 年時点でのキャッピングスタックの Location とそれぞれの仕

様、Capping Stack Installation Process の概要などが付記されている。  
 

(c) Report595: Subsea Capping Stack Design and Operability Assessment 

(i) 概要  

前述したように 2020 年に発行されたこちらのレポートはエンジニアリング的な部分

に焦点を当てたものである。部分的には先のレポートと同内容を説明している部分もあ

る。  

本報告書は石油業界、規制当局、ステークホルダーがキャッピングスタック作業にお

ける考えられるリスク、エンジニアリング面での要求事項、機能的要求事項、などの情

報を提供するために作成されたものである。  

設計に盛り込まれるべき事項として、以下を挙げている。  

・キャッピングスタックを構成する主要な構成部品と Latching 能力  
・他の BOP や Subsea Equipment との共通性  
・バルブサイズについての考慮事項  
・Computational Fluid Dynamics (CFD) 
・海洋で設置する方法  
・Rigging、Equipment 展開方法  

 
(ii) レポートの構成  

本レポートの構成は以下のようになっている。  
1）  Evaluation Risk and Defining Functional Requirement 
2）  Response Time Model 
3）  API RP17W and Role of Computational Fluid Dynamics (CFD) 
4）  Capping Stack Deployment 
5）  Catalogues 
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6）  When a stated design brief has been exceeded 
7）  Conclusion 

 
(iii) 重要項目  

ここではこれらを一つずつ説明することはしないが特に重要と考えられるいくつかの

点について記載する。  

1）  リスクの評価と機能性の要求事項の検討には、①Worst Case Discharge （WCD）

Rate の推定、②Capping Stack Component とそれらの技術的必要事項、③Failure 
Mode Analysis の三つの実施が必要である。  

2）  Computational Fluid Dynamics (CFD)は Erosion Risk の評価には不可欠である。ま

た、CFD は以下の評価にも重要となる  
・Flow している坑井へのキャッピングスタックの Landing 評価  
・その水深における炭化水素の Plume Behavior の解析  
・浅海域では Surface Plume の解析  
・Surface Gas Dispersion の解析  

3）  設計段階では、Failure Mode, Effect and Criticality Analysis (FMECA)を実行する

こと。  

4）  Response Time Model では影響要因が数多くあることが説明されている。

Response Time の評価に際しては、それらが重要になる。影響要因を以下に羅列

する。  
・Access to Site Survey Equipment 
・Subsea Infrastructure or Construction Vessel Availability 
・機器の輸入手続き  
・人員の査証、Immigration 等の手続き  
・Regulatory Permitting、Inspection 等  
・暴噴坑井周辺のデブリ除去  
・輸送用航空機の使用可能飛行場  
・道路等の陸上 Infrastructure 
・波止場等の能力  
・Staging Area の Infrastructure 
・クレーンの Access と仕様  
・視界条件  
・海象条件  
・Subsea Infrastructure 
・人的資源の Availability 
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IOGP は NOPSEMA26)及び Oil Spill Response Limited（OSRL）と共同で Response 
Time Model を開発したことが記されている。IOGP は 2019 年に IOGP Report 
592 ”Subsea Capping Response Time Tool Kit User’s Guide”を発行しているので参

考になる。  

5）  キャッピングスタックの展開に影響を与える要因は以下の四つである。  
・傾いている坑口装置への設置  
・Flow している坑井への設置（Uplift、または不安定な状態になることから）  
・デブリ等による BOP または坑口装置の Connector Seal 面の損傷の有無  
・浅海域においては Plume や Gas Boiling により Vertical Access が不可能になる

可能性があること  

6）  全てのキャッピングスタックはそれぞれのデザインに合わせて開発されている。

これらは機能や作業性にある程度の冗長性を持っているものの、過酷すぎる条

件では対応できない場合も考えられるので、その点を念頭に置いておく必要が

ある。  
過酷すぎる条件は以下の通りである。  
・キャッピングスタックの Gasket、Seal Area、内部機構が坑井よりの Solid 分や

デブリ等で引掛かれ損傷を受けてしまう場合  
・海象条件が過酷で Heave Compensation の限界値を超えてしまう場合  
・坑口装置が傾きすぎた場合  
・浅海、特に高レートのガスの噴出が起きて Vertical Access が出来ない場合  

さらには  
・CFD 解析者や Modeling Expertise の少なさ、標準化できていないこと  

現在 IOGP では CFD 解析のガイダンスを開発しようと努力している。  
 

 キャッピングスタック配備状況  

現時点で、６事業者がキャッピングスタックによる事故対応を行っており、表 ３.

１-15 に示すように配備場所は英国、ノルウェー、米国、シンガポール、アフリカ、ブラ

ジルと世界全域をカバーしている。  
 
 
 
 
 
 
 

 

                                                      
26 National Offshore Petroleum Safety and Environmental Management Authority：国家海洋石油安全環境管理庁（豪州）  
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及びオペレーターと請負事業者の相互理解を助けるための解説  

 

(c) Guidelines for the shared use of sensors for ROV and survey purposes 

・ 2019 年 2 月発行  

・ 観測用計測機器の搭載増に伴う ROV 位置制御用計器と観測用計器の共用化につい

て、ROV 自体の位置制御と観測作業との要件の違い、計測器を共用することによ

るリスク等についての解説  

 

 着底式施設及び固定式施設関連  

 API における構造安定性の確保  

海洋掘削施設の施設の構安定性に関する具体的要求として API-RP-2A では29)、施設

の重要度に応じて  

・ 通常設計 Level：50 年～100 年期待値の暴風波  
・ 極限耐力 Level：Robustness Requirement として、通常設計に加えて、500 年～1,000

年期待値の暴風波に対する極限耐力 Level の確保を要求(Robustness Analysis)  

を要求している30)。極限耐力の照査（Ultimate Strength Assessment）の要求事項は API-
RP-2SIM に規定されている31)。  

米国では過去の巨大ハリケーンによる海洋施設の倒壊事故の経験を基に、設計波の

見直しとともに、今まで許容応力ベースの設計は 100 年期待値による設計を行うが、

500 年期待値～1,000 年期待値の巨大台風に関しては、多少損傷は生じても、人命や環

境に多大な影響を与えるような施設の倒壊や転倒等を防ぐために極限耐力を確保して

いるものと推定される。  

我が国の、耐震設計における Level-1 地震動と Level-2 地震動の考え方と同様で、合

理的な要求事項と考えられる。現状の鉱山保安法でも海洋施設の設計は 100 年暴風波

を想定しているが、今後の巨大台風等に関して参考となるものと考えられる。  

 

 米国におけるハリケーンについての対処  

(a) 30 CFR Part 250 で適合が求められる API 規格類  

米国では 30 CFR Part 250 §250.901 プラットフォームが適合すべき産業規格で API か
ら発行されている以下の 3 件への適合が求められている。  

・ API Bulletin 2INT-DG「ハリケーン状況下の海洋構造物の設計についての暫定ガイ

ドライン」（2007 年）  

                                                      
29 API-RP-2A 22nd Edition “Planning, designing and constructing fixed offshore platform” (NOV 2014) 
30 Section-5.3.4 Hydrodynamic Force Guidelines for US Waters 
31 API-RP-2SIM 1st edition “Structure; Integrity management of fixed offshore structures” (NOV2014): 
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・ API Bulletin 2INT-EX「ハリケーン状況下の既存海洋構造物の評価についての暫定

ガイドライン」（2007 年）  

・ API Bulletin 2INT-MET「メキシコ湾のハリケーン状況についての暫定ガイドライ

ン」（2007 年）  

※ 後述の 2014 年発行の API RP 2MET の地域別海象条件解説中のメキシコ湾

解説とは、エリア区分やデータ整理内容が異なる。  

現時点では、気象海象状況に応じた 30 CFR Part 250 §250.901 の改訂，関連した通達

等は行われていない。  

 

(b) API ガイドライン  

設計のための気象海象条件のデータとして、API から RP 2MET 「海象による設計及び

操業条件の導出」（2014 年）が発行されている。主な解説内容は以下のとおり。 

・ 海象パラメーターの検討  
・ 水深、潮流、高潮  
・ 風  
・ 波浪  
・ 海流  
・ その他（海藻，津波，氷山，氷雪）  
・ 海象データの収集  
・ 地域別の海象条件解説  

 
2021 年 1 月の第二版では、波浪に関する章の内容の追加、海象データの収集に関する

章の新設等の改訂が行われた。また、地域別の気象条件解説では、初版の北海、メキシ

コ湾、カルフォルニア沿岸、アフリカ西岸等に加えて、東南アジア、カスピ海、オホー

ツク海、カナダについての詳細が追加された。  

RP 2MET では、メキシコ湾の解説にハリケーンの風速、波高、潮流等について再現期

間 10 年～1000 年のデータを示しており、第二版の改訂では、表 ３.１-16 に示すように

波高に関して、特に西側で再現期間 10 年～100 年の有義波高、最大波高の値が初版に比

べて増加している。北海の解説では、風速、波高、潮流等データに変更はみられず、高

緯度の海域に比べ低緯度の海域で、より海象条件に変化のあったことがうかがえる。  

変化の要因については記載がないが、いわゆる地球温暖化による気象海象条件の変化

や、それに対処するための規制、規格の変更に注視が必要である。また、石油・天然ガ

ス開発以外の海洋施設関連への規制動向等についても同様に最新動向の把握が必要であ

る。  
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表 ３.１-16 メキシコ湾西側波高等（26 ﾟ N～31 ﾟ N，92 ﾟ W～98 ﾟ W，水深 120m 以上) 

 再現期間（年）  

 10 15 25 50 100 

有義波高 (m) 9.0 10.6 11.8 13.2 14.4 

 2014 年版比  8.4％up 14.0％up 11.3％up 7.3％up 2.9％up 

最大波高 (m) 16.0 18.6 20.9 23.3 25.4 

 2014 年版比  8.8％up 12.0％up 11.8％up 7.4％up 2.8％up 

最大水位 (m) 10.3 12.0 13.5 15.0 16.3 

 2014 年版比  8.4％up 12.1％up 11.6％up 7.1％up 2.5％up 

 

(c) 米国のハリケーンによる被害事例  

2010 年に、AP 通信はマコンド事故のその後の影響を調査している過程でマコンド事

故現場より離れた場所で油の漏洩が広がっているのを発見した。GOM 地域では約 27,000
件の廃坑、約 3,500 件の仮廃坑が実施されており、廃坑後のモニタリングは実施されて

いないこともあって、これらの坑井のうちのいくつかに問題があり油が漏洩している可

能性があるのではないかとの疑念を発信した。  

調査したところ 2004 年のハリケーン Ivan により発生した海底地滑りによりルイジア

ナ沿岸 10Mile 位置の Mississippi Canyon20 番鉱区（MC20）にある Taylor Energy 社の操

業中のプラットフォームが倒壊し、油の漏洩が発生している事実が明るみになった。こ

れはマコンド事故の 6 年前に発生しているものであり Taylor Energy 社自体はこの事故の

発生を規制当局である MMS（当時，現 BSEE）に報告しているものの、漏洩量は 3~5gal/
日と比較的少ないと報告しているためあまり注目されなかったものと推察されている。

MMS は 2007 年 10 月に Taylor Energy 社に対し、坑井の廃止を命じ、同社も Relief Well
を掘削し、漏洩した可能性があると考えられる 9 坑井の廃坑を実施したものの、更なる

掘削は危険が大きいと判断し実施されていないと伝えられている。Taylor Energy 社は

その後石油ガスに関わる権益を全て売却・撤退し、従業員も解雇して現在は社長がこの

MC20 の事例に携わっているのみとなっている。  

連邦政府は Ivan により引き起こされた海底地滑りにより数万トンの堆積物のマウンド

の下に埋もれている 25 坑井の一つ以上より漏洩が続いているものと推測している。  

MC20 プラットフォームの状況想定図を図 ３.１-19 に、倒壊前のプラットフォームイ

メージを図 ３.１-20 に示す。 

油の漏洩は今現在も続いている。漏洩量は 2019 年に米国海洋大気庁32)（NOAA）が調

                                                      
32 National Oceanic and Atmospheric Administration 
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査したところによると実際の漏洩量はおよそ 380~450gal/日で Taylor Energy 社の報告よ

りもかなり多く、最近では更に多いとの調査もあり、既に 16 年以上が経過していること

もあって累計漏洩量は既にマコンド事故のそれを超えているとの推測もある。  

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図 ３.１-19 MC20 プラットフォームの状況推定図 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図 ３.１-20 倒壊前のプラットフォームイメージ 

 

出典：Nola com , News article, “ How a Louisiana engineer’s invention protects 
the Gulf from a “ volcano” spewing oil“, May 3 , 2020 

出典：Nola.com , News article, “ Judge dismisses Taylor Energy 
Lawsuit against Company cleaning up its oil leak, ” Sept 1 , 2020 
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Taylor Energy 社は自然保護団体と係争中で、2019 年に米国沿岸警備隊が油の一部の回

収に成功したが、これについても Taylor Energy 社は訴訟を起こしている。油の回収作業

イメージを図 ３.１-21 に示す。  

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図 ３.１-21 油の回収作業イメージ 

 
 

GOM 地域では度重なるハリケーンにより多くの石油ガスインフラが被害を受けてお

り、この MC20 の今後の状況を含め、被害の実態と規制当局、石油ガス業界の対応につ

いては注視し、今後調査を実施する必要があるものと考える。  
 

 

３.２ 鉱害防止対策の最新動向調査 

今年度調査は、試探掘、開発・生産、廃棄の各事業段階分析事例数を揃えることが目的

のため、分析内容は４．２にとりまとめて示す。また、各調査事例の詳細は Appendix 1「環

境影響評価書の分析結果」に示す。  
 
 

３.３ 我が国の現状 

３.３.１ 概要 

我が国周辺の海洋で石油・天然ガス開発を実施する場合を想定した、現状と今後の保安

対策及び鉱害対策上の課題を検討するため、我が国周辺の海洋で石油・天然ガス開発を実

施する場合の参考例として、我が国で実施された直近３件の基礎試錐における HSE 報告書

及び付属参考資料等から保安対策及び鉱害防止対策を調査した。調査対象とした基礎試錐

出典：Nola.com , News article, “ Judge dismisses Taylor Energy 
Lawsuit against Company cleaning up its oil leak, ” Sept 1 , 2020 
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 自然災害の激甚化に関する事項  

両国内事例で、台風の発生状況について気象庁データに基づきその発生件数及び進路

について整理されていた。  

 

なお、各事例の詳細は、Appendix 2「基礎試錐の環境影響評価」に示す。  
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４．３年間のとりまとめ 

４.１ 保安対策 

「25～27 年度調査」以降に追加変更された、米国及び英国の保安対策の最新動向につい

て、法令等（法律、規則、技術基準の内容等）及びガイダンス等を中心とした調査を実施

した。調査項目は、「25～27 年度調査」で取り上げられた 10 項目に、「着底式施設及び固定

式施設関連」及び「ケーシングデザイン関連」を加え、閉山（廃坑、プラットフォーム等

施設撤去等）時の対策については、廃坑とプラットフォームの 2 項目に分け、13 項目とし

た。調査項目は、以下のようにくくり分け取りまとめた。  

①プラットフォーム等施設の撤去及び廃坑関連（2 項目）  
 プラットフォーム等施設の撤去  
 廃坑関連  

②坑井制御と坑井健全性に関するもの（4 項目）  
 BOP33) 
 セメンチング  
 モニタリング等坑井健全性  
 ケーシングデザイン関連  

③機器、装置に関するもの（6 項目）  
 キャッピングスタックシステム関連  
 ROV34)関連  
 ダイナミックポジショニング関連  
 海底面に設置する装置・設備関連  
 浮体式施設及び移動式施設関連  
 着定式施設及び固定式施設関連  

④作業に関するもの（1 項目）  
 緊急時計画関連  

これらの調査項目のうち、令和元年度は、廃止関連（プラットフォーム等施設の撤去及

び廃坑関連）についての保安対策の最新動向を重点的調査項目とした。また、今年度は、

近年の台風・ハリケーンの強大化等の自然災害の激甚化に対処するために行われた規則、

規格類の変更等について、「着底式施設及び固定式施設関連」に含めた。  

これら調査項目の概要を表 ４.１-1 に示す。 

 

 

                                                      
33 Blowout Preventer：暴噴防止装置   
34 Remotely Operated Vehicle：遠隔操作無人探査機  
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 米国についての主な内容  

・規制改革概要（マコンド事故後の暴噴防止システム及びウェルコントロール規則、北

極外縁大陸棚の試掘要件規則、石油ガス生産安全システム規則、暴噴防止システム及

びウェルコントロール見直し規則）と取り入れられた規格類の説明  

・API 規格改定（Standard 53（噴出防止装置））  

 

 英国についての主な内容  

・OGA 設立、保安規制改定（EU 指令 2013/3/EU に伴う改定、Safety Case 改定、廃坑に

関する Petroleum Act、環境保全規則  

・Safety Case 規則について 2005 年度版と 2015 年度版の相違点  

・OGA による改定 OGA Strategy 発行  

 

４.１.２ 廃止関連（2 項目） 

 プラットフォーム等施設の撤去  

 調査法令等  

(a) 米国  

・Submerged Land Act (SLA) 1953 

・Outer Continental Shelf Lands Act (OCSLA) 1953 

・30 CFR Part 250 Subpart Q Decommissioning Activities 

・Notice to Lessees (NTL) 

・NTL 2018-G03”Idle Iron Decommissioning Guidance for Wells and Platforms” 

・NTL 2019-G05“Site Clearance and Verification for Decommissioned Wells, Platforms, 
and Other Facilities“ 

・NTL 2020-P02“Decommissioning of Pacific Outer Continental Shelf Region POCSR 
Facilities” 

・National Artificial Reefs Plan, 2007 (Initial plan compiled 1985)(NARP) 

(b) 英国  

・BEIS OPRED41)の Guidance Notes Decommissioning of Offshore Oil and Gas Installations 
and Pipelines 

・OSPAR 条約内容  

                                                      
41 Offshore Petroleum Regulator for Environment and Decommissioning：BEIS 内の環境保全と廃坑規制部署  
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・Oil ＆Gas UK Guideline; Decommissioning of Steel Piled Jackets in the North Sea Region 
2017、Decommissioning of Pipelines in the North Sea Region 2013 

・OGA Strategy 2021 年 2 月  

(c) 国際規格  

・IOGP42) Report584: Overview of International Offshore Decommissioning Regulations 2017- 
Vol.1: Facilities 

・IMO 1989 Guidelines and Standards for The Removal of Offshore Installations and Structures 
on The Continental Shelf and in The Exclusive Economic Zone (IMO Resolution A.672(16)) 

 

 調査結果概要  

【元年度調査】  

・主に海洋にある鋼構造の固定式プラットフォームとパイプラインの撤去措置について

英国及び米国撤去に関する法規、技術動向、「GUIDANCE NOTE Decommissioning of 
Offshore Oil and Gas Installations and Pipelines」(英国) 及び「API RP 2SIRM」（米国）等

ガイドラインについて調査した。  

・固定式プラットフォームの撤去については、米国、英国ともほぼ同様であり、上載設

備の撤去は、陸上への撤去が義務付けられており、下部構造は例外規定があるものの

撤去が原則となっていた。  

・パイプラインについては事例ごとに判断することとなっており、事前に監督官庁等と

の協議が求められていた。  

・プラットフォームの撤去実績は、英国において 22 基、米国においては 420 基であっ

た。またパイプラインの撤去実績については英国においては 140 本であり、米国にお

いては関係各所との協議の結果、ほとんどのパイプラインが残置されているようであ

る。なお、撤去本数は確認できなかった。  

【今年度調査】  

・IOGP が世界中の主な海洋施設の撤去と坑井の封鎖についての規則とガイドラインを

取りまとめ 2017 年に発行した報告書「IOGP ガイドライン（IOGP 撤去ガイドライン）」

の内容を調査した。結果として、多くの国で特別な廃坑規則やガイドラインは最低限

の内容に留まっているか、あるいは存在していないという状況であり、それらの国で

はオペレーター会社が最適な方法で提案・実施するという結果となっている。  

・英国、ノルウェー、及び米国の事例について詳細を調査した。  

・英国では、OGA Strategy が改訂され、「施設の所有者は撤去計画作成にあたって、対象

海域内のすべての施設について、適切な CCS のために継続利用または再利用する実行

                                                      
42 International Association of Oil & Gas Producers  
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可能な選択肢に関して検討しなければならない」と CCS についての検討義務が明文化

された。  

・米国では、ここ数年毎年 NTL 発行されており、ガイダンスの充実が図られている。特

に、2018 年 12 月に NTL 2018-G03”Idle Iron Decommissioning Guidance for Wells and 
Platforms”が発行され、2010 年発行の NTL 2010-G05”Decommissioning Guidance for 
Wells and Platforms”を更新、度重なるハリケーン通過時の石油・ガス開発産業施設の

被害を受け、廃止の定義をより明確にした。  

 

 我が国への適用課題  

現状、我が国では事業者が国際基準の最新動向を取り入れて事業を進めていることも

あり、我が国の鉱業法・鉱山保安法に新たに適用を検討すべき内容は見当たらず、今後

も事業者及び規制者が国際基準や動向を注視し、それらを適宜取り入れていくことが望

ましいと考えられる。  

また、鉱業法・鉱山保安法による規制以外では、国際的枠組みであるロンドン条約へ

の適合については、「海洋汚染等及び海上災害の防止に関する法律」を遵守することが必

要であり、廃棄に関する許可申請に必要な条件等は示されている43)。  

米国では、規則の要件を満たす作業方法を逐条的に解説するガイダンスを規制機関

BSEE が通達 44)により発行しており、我が国でも残置を含み認められる廃棄方法の詳細等

についての手引き、ガイドラインがあることが望ましい。  

我が国の他の法令で規制されている保安対策については、新たに適用を検討すべき内

容は見当たらない。  

 

 廃坑関連  

 調査法令等  

(a) 米国  

・API Bulletin E3（Wellbore Plugging an Abandonment Practice）  

・30 CFR Part 250 Subpart Q Decommissioning Activities 

・テキサス州及びルイジアナ州の関連規制  

(b) 英国  

・Oil & Gas UK Guideline: Guidelines for the Abandonment of Wells 

(c) 国際規格  

・ IOGP Report585: Overview of International Offshore Decommissioning Regulations 2017- 
                                                      
43 「海洋施設廃棄の許可申請に関する告示」（環境省告示第 153 号，2006 年 12 月）  
44 NTL 2019-G05“Site Clearance and Verification for Decommissioned Wells, Platforms, and Other Facilities”等  
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Vol.2: Well Plugging & Abandonment 

 

 調査結果概要  

【元年度調査】  

・英国の Oil & Gas UK が発行している坑井の廃坑についてのガイドラインと米国

BSEE45)の定めている廃坑基準について調査した。  

・英国の  Oil & Gas UK における坑井の廃坑のガイドラインでは、廃坑時に設置する必

要のあるバリヤーの機能、必要数、設置個所等が決められており、その内容を取り纏

めた。  

・米国の  BSEE の定めている廃坑基準では、パッカーとブリッジプラグに関して API 
11D1 に準拠すること、坑井条件ごとのセメントプラグ長、坑口装置等の撤去深さ等を

規定している。  

【今年度調査】  

・前述の IOGP ガイドライン（IOGP 撤去ガイドライン）の内容を調査した。結果として、

必ずしもすべての国で規則やガイドラインが整備されているというわけではなく、多

くの国で特別な廃坑規則やガイドラインは最低限の内容に留まっているか、あるいは

存在していないという状況であり、そういった国ではオペレーター会社が最適な方法

で廃坑方法を提案・実施するという結果となっている。  

・現状では海洋坑井の廃坑に関して国際的に合意された規則は存在しないということが

判明した。現在、ISO が廃坑をカバーするスタンダードの作成を進めているが、多く

の場合オペレーターと掘削請負事業者が彼ら自身で国際的に認識されている NORSOK
や Oil & Gas UK などのガイドラインに沿って作業を進めている。  

・英国及び米国の事例について詳細を調査した。  

 

 我が国への適用課題  

英国と米国の廃坑規則を主に諸外国の廃坑規則を調査した結果、細かな違いはあるも

のの、大きな考え方への違いは見られなかった。重要な点は廃坑後も坑井の健全性を担

保すること、油・ガス等の資源を保護し、それらを含む地層流体の地表または他層への

移動を防ぐごと、そのためセメントプラグを複数適切な箇所に設置すること、また特に

陸上坑井においては帯水層を保護することが大きな柱になっている。  

本邦の廃坑措置基準は昭和 61 年に策定された。これは初期の API の廃坑ガイドライ

ンを参考にして作成されたものと考えられ、適宜見直されているものの、基本的な考え

方は昭和 61 年作成時のままに留まっており、深度、形状、種類、開発方法の坑井条件が

                                                      
45 Bureau of Safety and Environmental Enforcement  
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多様化し、複雑化している現在は見直しがなされる余地がある。特に以下の点につき見

直す必要があると考える。  

前提として、事業者も規制当局も理解はしていてその通りに実施しているものの、必

ずしも明確に記載されていないものとして、炭化水素の胚胎層の保護、帯水層の保護及

び流体の移動の防止が記載されていない、また、廃坑後にも将来にわたって坑井の健全

性を確保する必要がある事を明確に記載すべきである。特に、将来に当該坑井またはそ

のフィールド自体を CCS もしくは CCUS 等で利用する可能性も考え、坑井の健全性の確

保にはより注意を払う必要がある。  

そのためには以下が必要である。 

1）  廃坑後にも坑井の健全性を担保するために、坑井の廃坑前に坑井の現状を確認し、

事前に必要な補修を実施しておくこと、もしくは廃坑計画に補修を含んでおくこ

とが不可欠である。 

2）  帯水層の保護のためにはその位置を確認しておく必要がある。 

3）  他の層への流体の移動を防ぐためには、流体を含む層を確実に隔離する必要があ

る。 

現在の廃坑措置基準では、セメンチングが不十分な場合に最小径の CSG を抜きセメン

トで埋め立てることのみ求められているが、深度が深くなるにつれ地層圧力が高くなり

地表部のセメンチングのみでは対処できず、結果として最小径のケーシングの抜管のみ

では流体の移動や漏洩には対応できないため、隔離が不完全な層に対しては、その都度

なるべく近い位置での対処が必要である。少なくとも対象層がある区間より一段浅く設

置されているケーシングのシュー位置より深い部分において、アニュラス部分にバリヤ

ーを設置すべく補修をする必要がある。  

また、バリヤーの考え方を明確にすべきである。さらには、「元年度調査」で調査を実

施した英国 Oil & Gas UK 発行の廃坑についてのガイドラインや、今年度調査を実施した

テキサス州、ルイジアナ州の廃坑規制に示されているような、  
・バックアッププラグの考え方  
・水平坑井や Multi-Lateral 坑井に対する廃坑の考え方  

が無いことなどは、見直しする余地があるものと考えられる。  

特に海洋坑井では、万が一廃坑後に漏洩が発生した場合その影響・被害は陸上坑井に

比べ相対的に大きくなるため、一つのセメントプラグが Fail した場合に備えるバックア

ップの考えも取り入れるべきである。  
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４.１.３ 坑井制御と坑井健全性に関するもの（4 項目） 

 BOP 

 調査法令等  

(a) 米国  

・30 CFR Part 250（「暴噴防止システム及びウェルコントロール規則」による改定）  

・API Standard53 

(b) 英国  

・Oil & Gas UK Guideline: Guidelines on BOP Systems for Offshore Wells 

 調査結果概要  

【元年度調査】  

・「暴噴防止システム及びウェルコントロール規則」による改正内容について、取り入

れられた規格の内容、BOP を扱う作業の要件、BOP 構成部材の要件を取りまとめた。 

・BOP については改正された規制と API 規格に沿ってオペレーターとコントラクターが

運営しており、新たな動きは生じていないことを確認した。  

 我が国への適用課題  

現状、我が国では事業者が国際基準の最新動向を取り入れて事業を進めていることも

あり、我が国の鉱業法・鉱山保安法に新たに適用を検討すべき内容は見当たらず、海外

製品も多く必然的に国際標準が取り入れられている BOP についても、今後も事業者及

び規制者が国際基準や動向を注視し、それらを適宜取り入れていくことが望ましいと考

えられる。  

また、BOP は石油・天然ガス開発に特有の機器であり、鉱業法・鉱山保安法による規

制以外では、我が国の他の法令で規制されている保安対策については、新たに適用を検

討すべき内容は見当たらない。  

 

 セメンチング関連  

 調査法令等  

(a) 米国  

・API Standard65 Part2 (Isolating Potential Flow Zones During Well Construction) 

(b) 英国  

該当するガイドライン無しを確認  

 調査結果概要  

【30 年度調査】  
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 セメンチングに特化して作成されているガイドラインは限られていることが分かった。 

【元年度調査】  

・関連する規制、規格に改正もしくは新規のものは無いことを確認  

【今年度調査】  

・セメンチングサービス会社の最新動向、製品の調査  

 我が国への適用課題  

セメンチングは石油・天然ガス開発に特有の技術であり、現状、我が国では事業者が

国際基準の最新動向を取り入れて事業を進めていることからも、我が国の鉱業法・鉱山

保安法に新たに適用を検討すべき内容は見当たらず、今後も事業者及び規制者が国際基

準や動向を注視し、それらを適宜取り入れていくことが望ましいと考えられる。  
また、同様に石油・天然ガス開発に特有の技術であることから、鉱業法・鉱山保安法

による規制以外では、我が国の他の法令で規制されている保安対策については、新たに

適用を検討すべき内容は見当たらない。 

 

 モニタリング等坑井健全性  

 調査法令等  

(a) 米国  

・30 CFR Part 250（「暴噴防止システム及びウェルコントロール規則」，「北極外縁大陸棚

の試掘要件規則」による改定）  

・API RP90 Annular Casing Pressure Management for Offshore Wells 

(b) 英国  

・Oil & Gas UK Guideline: well Life Cycle Integrity Guideline 

(c) 国際規格  

・ISO 16530-1: Petroleum and Natural Gas Industries - Well Integrity- 2017 

 

 調査結果概要  

【30 年度調査】  

・坑井を適切に設計し管理することが健全性につながるという基本概念を確認  

・「暴噴防止システム及びウェルコントロール規則」及び「北極外縁大陸棚の試掘要件規

則」のうち、坑井管理のためのモニタリングに言及している個所の説明  

【元年度調査】  

・米国では、坑井健全性の確認のためのリアルタイムモニタリングの要求事項が変更に

なったことが分かった。  
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・ IOGP が取り纏めた各国の坑井健全性とウェルコントロールに関する基準とガイドラ

インにつき紹介  

【今年度調査】  

ISO が 2017 年に発行した「石油ガス業界における Well Integrity に関する規格（ISO 
16530-1 Petroleum and natural gas industries – Well Integrity-）Part1: Life cycle governance」
について調査した。これは油ガス開発のオペレーターが坑井の全段階、計画段階、建設

段階、操業段階、改修段階、廃止段階において坑井の健全性を確保するための考えを示

したもので、最低要件とリコメンデーションを挙げ、それぞれの各段階において坑井健

全性の確保には何が必要となるかいうことを示した包括的なガイドラインとなっている。

それぞれの段階でその段階での必要要素として、目的、組織とタスク、Risk Register、坑

井バリヤー、リスクマネジメント、モニタリング等について説明が記されていることが

分かった。  
 

 我が国への適用課題  

現状、我が国では事業者が国際基準の最新動向を取り入れて事業を進めていることも

あり、我が国の鉱業法・鉱山保安法に新たに適用を検討すべき内容は見当たらず、今後

も事業者及び規制者が国際基準や動向を注視し、それらを適宜取り入れていくことが望

ましいと考えられる。  
また、鉱業法・鉱山保安法による規制以外では、我が国の他の法令で規制されている

保安対策については、新たに適用を検討すべき内容は見当たらない。 

 

 ケーシングデザイン関連  

 調査結果概要  

【30 年度調査】  

・ケーシング設計の考え方と広く使用されている設計方法紹介  

【元年度調査】  

・新しい動き、設計手法は無いことを確認  

 

 我が国への適用課題  

現状、我が国では事業者が国際基準の最新動向を取り入れて事業を進めていることも

あり、我が国の鉱業法・鉱山保安法に新たに適用を検討すべき内容は見当たらず、今後

も事業者及び規制者が国際基準や動向を注視し、それらを適宜取り入れていくことが望

ましいと考えられる。また、ケーシングデザインは坑井に特有のものであり、鉱業法・鉱

山保安法による規制以外では、我が国の他の法令で規制されている保安対策については、

新たに適用を検討すべき内容は見当たらない。 
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４.１.４ 機器、装置に関するもの（6 項目） 

 キャッピングスタックシステム関連  

 調査法令等  

(a) 米国  

・30 CFR Part 250（「暴噴防止システム及びウェルコントロール規則」，「暴噴防止システ

ム及びウェルコントロール見直し規則」による改定）  

(b) 国際規格  

・IOGP ガイドライン  

・Source Control Emergency Response Planning Guide for Subsea Wells 

・Subsea Capping Stack Design and Operability Assessment 

 

 調査結果概要  

【30 年度調査】  

 米国で規則改正より Source Control and Containment Equipment（SCCE）として新たに定

義され、規則に盛込まれた詳細な内容についてとりまとめた。  

【元年度調査】  

・「暴噴防止システム及びウェルコントロール規則」により 2016 年 4 月に初めて規定さ

れた内容であったが、「暴噴防止システム及びウェルコントロール見直し規則」により

修正された条文はみられないことが分かった。  

・関連する API 規格は改正されていないことがわかった。  

【今年度調査】  

・IOGP から 2020 年 2 月に発行されたガイドラインにより、設計及び操作性、事故対応

計画について規定されていることが分かった。  

 

 我が国への適用課題  

現状、我が国では事業者が国際基準の最新動向を取り入れて事業を進めていることも

あり、我が国で暴噴対策としてキャッピングスタックを使用する場合に、我が国の鉱業

法・鉱山保安法に新たに適用を検討すべき内容は見当たらない。キャッピングスタック

システムと暴噴対策サービスの提供は海外のコントラクターに限られ、必然的に国際標

準が取り入れられている。今後も事業者及び規制者が国際基準や動向を注視し、それら

を適宜取り入れていくことが望ましいと考えられる。  
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また、鉱業法・鉱山保安法による規制以外では、我が国の他の法令で規制されている

保安対策については、新たに適用を検討すべき内容は見当たらない。  

 

 ROV 関連  

 調査法令等  

(a) 米国  

・30 CFR Part 250（「暴噴防止システム及びウェルコントロール規則」，「暴噴防止システ

ム及びウェルコントロール見直し規則」による改定）  

・API RP17H Remotely Operated Tools and Interfaces on Subsea Production Systems 

・ROV 関連最新動向  

(b) 国際規格  

・IMCA46) ガイドライン  

・Guidance for the safe and efficient operation of remotely operated vehicles 

・Guidelines for installing ROV Systems on vessels or platforms 

・Guidelines for the shared use of sensors for ROV and survey purposes 

 調査結果概要  

【30 年度調査】  

・「暴噴防止システム及びウェルコントロール規則」により API RP17H（Subsea System と

の Interface)との適合性が従来よりも求められていることがわかった。  

【元年度調査】  

・「暴噴防止システム及びウェルコントロール見直し規則」による改正内容として、ROV
に適合が求められることになった BOP の操作に関する API 規格の内容を取りまとめ

た。  

・2019 年に関係 API が改訂され、海底面に設置し ROV の動力補給、データ回収等を行

うなど ROV の運用性を向上させるためのドックと AUV47)に関する内容が追加されて

いることが分かった。  

【今年度調査】  

・IMCA から 2016 年 5 月発行の Guidance for the safe and efficient operation of remotely 
operated vehicles をはじめ多くのガイダンスが発行され、随時更新されていることが分

かった。  

                                                      
46 International Marine Contractors Association：国際マリンコントラクター協会  
47 Autonomous Underwater Vehicles 
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 我が国への適用課題  

現状、我が国では事業者が国際基準の最新動向を取り入れて事業を進めていることも

あり、鉱業法・鉱山保安法に特に規定されてはいないものの、機器のハード面、運用の

ソフト面とも、API 規格や国際事業者団体のガイダンスに則ったものとなっており、我

が国海域による使用について我が国の鉱業法・鉱山保安法に新たに適用を検討すべき内

容は見当たらず、今後も事業者及び規制者が国際基準や動向を注視し、それらを適宜取

り入れていくことが望ましいと考えられる。  
また、操作は海上で行われるため、潜水士のような特殊な資格は必要とされず、我が

国の鉱業法・鉱山保安法による規制以外では、我が国の他の法令で規制されている保安

対策については、新たに適用を検討すべき内容は見当たらない。  
 

 ダイナミックポジショニング関連  

 調査法令等  

(a) 米国  

・30 CFR Part 250（「暴噴防止システムおよびウェルコントロール規則」，「石油ガス生産

安全システム規則」，「暴噴防止システムおよびウェルコントロール見直し規則」によ

る改定）  

・API RP14J Recommended Practice for Design and Hazards Analysis for Offshore Production 
Facilities 

・API RP2SK（Design and Analysis of Stationkeeping System for Floating Structure) 

・API RP 2SM(Design, Manufacture, Installation. And Maintenance of Synthetic Fiber Ropes 
for Offshore Mooring) 

 
 調査結果概要  

【30 年度調査】  

・「暴噴防止システムおよびウェルコントロール規則」により Subpart H に API RP2SK
（Design and Analysis of Stationkeeping System for Floating Structure)及び RP 2SM(Design, 
Manufacture, Installation. and Maintenance of Synthetic Fiber Ropes for Offshore Mooring)
との適合が必要。  

・Subpart G によりダイナミックポジショニング MODU48)に対して求められる、非常時に

掘削地域から避難する非常時計画の記載内容がわかった。  

【元年度調査】  

・「石油ガス生産安全システム規則」により新たに API RP 2SM への適合が追加され、

「暴噴防止システムおよびウェルコントロール見直し規則」により緊急離脱シークエ

                                                      
48 Mobile Offshore Drilling Unit：移動式海洋掘削ユニット  
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ンス（EDS）の要求が追加されたことがわかった。  

 我が国への適用課題  

現状、我が国では事業者が国際基準の最新動向を取り入れて事業を進めていることも

あり、我が国の鉱業法・鉱山保安法に新たに適用を検討すべき内容は見当たらず、今後

も事業者及び規制者が国際基準や動向を注視し、それらを適宜取り入れていくことが望

ましい。米国で新たに要求されるようになった EDS についても、事業者が自主保安の枠

組みの中で採否を検討するものと考えられるため、我が国の鉱業法・鉱山保安法に新た

に適用を検討すべき内容は見当たらない。  

また、鉱業法・鉱山保安法による規制以外では、我が国の他の法令で規制されている

保安対策については、新たに適用を検討すべき内容は見当たらない。  

 

 海底面に設置する装置・設備関連  

 調査法令等  

(a) 米国  

・30 CFR Part 250（「暴噴防止システムおよびウェルコントロール見直し規則」による改

定）  

・API RP17A Design and Operation of Subsea Production System - General requirement and 
Recommendation 

・API RP17N Recommended Practice on Subsea Production System Reliability, Technical Risk, 
and Integrity Management 

(b) 英国  

・The Offshore Installations (Offshore Safety Directive (Safety Case etc.) Regulations 2015 
 

 調査結果概要  

【30 年度調査】  

・30 CFR Part 250 Subpart H の生産安全システムに関する承認事項及び操業前検査  

・The Offshore Installations (Offshore Safety Directive (Safety Case etc.) Regulations 2015 の

包括的規定に言及  

【元年度調査】  

・「暴噴防止システムおよびウェルコントロール見直し規則」により、大水深開発計画

書に関して、設計詳細情報の提供義務の見直し、パイプラインの認証条件の見直し等

一部改正されたことがわかった。  

・また海底生産施設の設計及び運転に関する API RP17A について取りまとめを行った。

本ガイドラインでは、設置後の変更・改造が比較的困難である海底生産施設について



85 

は、設計時に将来の予測される状況までを考慮し、流動解析や防食をふくめた補修計

画を立案すること、複数機器を接続した状態での圧力試験や、定期的な動作試験によ

る施設健全性の確保などが規定されていることが分かった。  

 

 我が国への適用課題  

現状、我が国では事業者が国際基準の最新動向を取り入れて事業を進めていることも

あり、我が国の鉱業法・鉱山保安法に新たに適用を検討すべき内容は見当たらず、今後

も事業者及び規制者が国際基準や動向を注視し、それらを適宜取り入れていくことが望

ましいと考えられる。 

また、鉱業法・鉱山保安法による規制以外では、我が国の他の法令で規制されている

保安対策については、新たに適用を検討すべき内容は見当たらない。 

 

 浮体式施設及び移動式施設関連  

 調査法令等  

(a) 米国  

・30 CFR Part 250（「暴噴防止システムおよびウェルコントロール見直し規則」，「石油ガ

ス生産安全システム規則」による改定）   

・API RM 2SM(Fiber Rope for Offshore Mooring) 

 
 調査結果概要  

【30 年度調査】  

・30 CFR Part 250 Subpart G (Well Operations and Equipment）中の移動式掘削装置の使用

を計画する際の報告要件の内容記載、及び Subpart H (Oil and Gas Production Safety 
System) の API RM 2SM(Fiber Rope for Offshore Mooring)への適合内容が分かった。  

【元年度調査】  

・「暴噴防止システムおよびウェルコントロール見直し規則」による改正内容に加え、

「石油ガス生産安全システム規則」により API RP14J への適合およびタレット装備に

ついての要件が追加されていることが分かった。  

 

 我が国への適用課題  

現状、我が国では事業者が国際基準の最新動向を取り入れて事業を進めていることも

あり、我が国の鉱業法・鉱山保安法に新たに適用を検討すべき内容は見当たらず、今後

も事業者及び規制者が国際基準や動向を注視し、それらを適宜取り入れていくことが望

ましいと考えられる。 
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また、鉱業法・鉱山保安法による規制以外では、我が国の他の法令で規制されている

保安対策について、新たに適用を検討すべき内容は見当たらない。 

 

 着底定式施設及び固定式施設関連  

 調査法令等  

(a) 米国  

・30 CFR Part 250（「石油ガス生産安全システム規則」による改定）  

・RP 2MET: Derivation of Metocean Design and Operating Considerations 2nd Edition (JAN 
2021) 

・API-RP-2A: Planning, designing and constructing fixed offshore platform 22nd Edition 
(NOV 2014) 

・API-RP-2SIM: Structure; Integrity management of fixed offshore structures 1st edition 
(NOV2014) 

 
 調査結果概要  

【30 年度調査】  

 マコンド事故の３回の改定では変更はみられないことがわかった。  

【元年度調査】  

・「石油ガス生産安全システム規則」により API RP14J への適合が追加されたことが分

かった。  

【今年度調査】  

・メキシコ湾の特に西側で、再現期間 10 年～100 年の有義波高、最大波高の値が 2021 年

版では 2014 年版に比べて増加していることがわかった。北海の解説では、風速、波高、

潮流等データに変更はみられず、高緯度の海域に比べ低緯度の海域で、より海象条件

に変化のあったことがうかがえる。  

 

 我が国への適用課題  

現状、我が国では事業者が国際基準の最新動向を取り入れて事業を進めていることも

あり、我が国の鉱業法・鉱山保安法に新たに適用を検討すべき内容は見当たらず、今後

も事業者及び規制者が国際基準や動向を注視し、それらを適宜取り入れていくことが望

ましいと考えられる。  

また、鉱業法・鉱山保安法による規制以外では、大気汚染防止法，水質汚濁防止法，

海洋汚染等及び海上災害の防止に関する法律，廃棄物の処理及び清掃に関する法律等に

ついては、鉱山保安法で援用する規定がある。騒音規制法および振動規制法については、
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鉱山保安法で援用する規定があるが、海洋のため指定地域外となり適用されてはいない。

その他、鉱業法・鉱山保安法による規制以外では、我が国の他の法令で規制されている

保安対策については、新たに適用を検討すべき内容は見当たらない。  

我が国近海の気象海象条件も、中長期的に変動するものであるから、諸構造物（石油

天然ガス設備等）を建設するためのガイドラインを国が作成し、設計に用いられる気象

海象条件を示すことが有用である。  

米国では過去の巨大ハリケーンによる海洋施設の倒壊事故の経験を基に、設計波の見

直しとともに、今まで許容応力ベースの設計は 100 年期待値による設計を行うが、500 年

期待値～1,000 年期待値の巨大台風に関しては、多少損傷は生じても、人命や環境に多大

な影響を与えるような施設の倒壊や転倒等を防ぐために極限耐力を確保しているものと

推定される。  

我が国の、耐震設計における Level-1 地震動と Level-2 地震動の考え方と同様で、合理

的な要求事項と考えられる。現状の鉱山保安法でも海洋施設の設計は 100 年暴風波を想

定しているが、今後の巨大台風等に関して参考となるものと考えられる。  

 

４.１.５ 作業に関するもの（1 項目） 

 緊急時計画関連  

 調査法令等  

(a) 米国  

・30 CFR Part 250（「北極外縁大陸棚の試掘要件規則」による改定）  

 

 調査結果概要  

【30 年度調査】  

・「北極外縁大陸棚の試掘要件規則」により、30 CFR Part 250 Subpart C: Pollution Prevention 
and Control への汚染防止対策、Subpart G: Well Operations and Equipment に油濁事故へ

の対応と緊急時計画に詳細な規則が盛り込まれたことが分かった。  

【元年度調査】  

・30 CFR Part 250 Subpart C Pollution Prevention and Control に汚染防止対策、Subpart G 
Well Operations and Equipment に油濁事故対応及び緊急時計画、及び Subpart H に新た

な規制が盛り込まれたことが分かった。  

 

 我が国への適用課題  

現状、我が国では事業者が国際基準の最新動向を取り入れて事業を進めていることも

あり、我が国の鉱業法・鉱山保安法に新たに適用を検討すべき内容は見当たらず、今後
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これによると、全設備陸上撤去案から検討することが求められているが、確立された

手法で全設備陸上撤去案を含む複数案の比較評価を行った結果、全設備陸上撤去案より

も好ましいと評価される方法があった場合にはその廃止措置を講ずることとしてよいと

いう考え方が示されている。これは、全設備陸上撤去を原則として要求する OSPAR 決議

に対応し、より現実的、合理的な廃止方法があることを説明するための書類と考えられ

た。  

同ガイダンスノートでは、比較評価に係る確立された手法として、表 ４.２-16 を活

用する方法を挙げている。これによると、保安（Safety）、環境（Environment）、技術

（Technical）、社会（Societal）、経済（Economic）の 5 つの観点から各廃止措置案につい

て比較評価することになっている。表  ４ .２-15 に示した実際の Comparative Assessment
報告書を確認したところ、全ての事例で前述の 5 つの指標の使用に加え、追加指標を設

けて、廃止措置案別にスコアリングによる評価が行われていた。  

 

表 ４.２-16 推奨されている Comparative Assessment の手法  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出典：BEIS (2019) Guidance Notes Decommissioning of Offshore Oil and Gas 
Installations and Pipelines 
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評価結果の表現方法は 4 事例で様々異なっていたが、基本となる評価方法に大きな差

異はなかったため、参考として、4 事例の中から Ettrick and Blackbirds の Comparative 
Assessment で使用されていた手法を概説する。  

Ettrick and Blackbirds の Comparative Assessment では、5 つの指標毎に設定された評価

基準をもって、各項目の重大性（Consequence）及び発生可能性（Likelihood）を評価する

ことで、図 ４.２-1 に示すマトリクスからスコア付けをする手法を取っている。スコア

が低いほど影響又はリスクの低いということが示される。  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出典： Project Development International (2016) Ettrick & Blackbirds 
Decommissioning project Comparative Assessment Report 

図 ４.２-1  Ettrick and Blackbirds の Comparative Assessment で使用されていた  
マトリクス  

 

この手法で評価した結果を図 ４.２-2 に示す。項目ごとにスコアを示し、その平均点

を算出することで、最もスコアが低かった廃止措置が総合的な観点から最も好ましい廃

止措置と結論付けられることになる。  

また、本事例では、ガイダンスノートに示された 5 つの指標以外に、事業の評価・評

判（Reputation）及び継続する責任（Ongoing Liability）の 2 つの指標を自主的に追加し、

評価が行われていた。  
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出 典 ： Project Development International (2016) Ettrick & Blackbirds Decommissioning project 
Comparative Assessment Report 

図 ４.２-2  Ettrick and Blackbirds の Comparative Assessment の評価結果  

 

 英国及び日本の環境管理に係る許認可等の制度の比較  

英国及び我が国の環境管理に係る許認可等の制度を比較分析した結果を、表 ４.２-17

～表 ４.２-19 に示す。また、Appendix 3「英国と日本の環境管理に係る法制度の比較」

に一覧を示す。  
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５．我が国へ適用する場合の課題 

５.１ 保安対策 

 概要  

平成 30 年度から令和 2 年度までの 3 年間の調査を通じ、現状の我が国における保安及び

鉱害防止規制の課題について、海外と比較し、規制適用の問題点、不足していると考えら

れる点について整理し、規制法令、ガイドライン等のありかたについて検討した。 

保安対策上検討が必要な法令は少ないが、鉱害防止・環境保全対策に関しては、事業者

は、環境コンサルタント会社に委託し、国内諸法規制（鉱業法、  鉱山保安法、  海洋汚染

等及び海上災害の防止に関する法律、廃棄物の処理及び清掃に関する法律、 大気汚染防止

法、 悪臭防止法、 消防法、水質汚濁防止法、 自然環境保全法、当該都道府県条例等）を

調査、確認した上で、鉱害防止・環境保全対策調査を実施している。  

事業者自身の海外石油・天然ガス開発事業に関する知見と併せ、国際標準に遜色ない鉱

害防止・環境保全対策が実施されているものと考えられるが、法的裏付けがないことが海

外に向けた情報発信上では今後の課題となる可能性がある。  

環境課題に関して、今年度は、我が国では 2050 年カーボンニュートラルを目指すとの方

針が示され、英国でも石油・天然ガス開発に係る諸申請を審査する際の指針方針が 2050 年

ネットゼロカーボン目標を達成するために改訂された。  

このような 2050 年カーボンニュートラル／ネットゼロカーボンに向けた政策転換と、政

策の背景である、いわゆる地球温暖化対策／温室効果ガス排出量削減への取組みは、石油・

天然ガス産業に対する保安規制の見直しにつながる可能性がある。実際に、英国では施設

撤去に際して CCS についての検討義務が明文化されるなど、石油天然ガス産業にネットゼ

ロへの多くの義務をもたらした50)。  

今後とも、2050 年カーボンニュートラル／ネットゼロカーボン目標や、気温上昇を抑制

するための必須の手段とされている CCS など、環境課題に関する国際動向にも注視してい

く必要がある。  

保安 11 項目に関しては、坑井制御と坑井健全性に関するもの（BOP，セメンチング，モ

ニタリング等坑井健全性，ケーシングデザイン関連）、機器、装置に関するもの（キャッピ

ングスタックシステム，ROV，ダイナミックポジショニング，海底面に設置する装置・設

備，浮体式施設及び移動式施設，着定式施設及び固定式施設関連）、作業に関するもの（緊

急時計画関連）については、現状でも我が国の事業者は、海外での事業経験等をもとに最

新の国際動向に則り事業を行っている。また機器、装置に関しては海外のコントラクター

も多く、必然的に国際標準が取り入れられている。  

                                                      
50 https://www.ogauthority.co.uk/media/6980/annex-2-the-oga-strategy.pdf  
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今後とも、事業者と規制当局とが常に最新動向を把握しておくことが必要である。  

一方、以下の三つについては今後ガイドラインの策定、現在の基準の改定等の余地があ

ると考える。  

 

 プラットフォーム等施設の撤去  

廃棄にあたって、プラットフォーム，パイプライン等の撤去を原則とした国際的枠組

みであるロンドン条約への適合については、「海洋汚染等及び海上災害の防止に関する法

律」を遵守することが必要であり、廃棄に関する許可申請に必要な条件等は示されてい

る 51)。米国では、規則の要件を満たす作業方法を逐条的に解説するガイダンスを規制機

関 BSEE が通達52)により発行しており、我が国でも残置を含み認められる廃棄方法の詳

細等についての手引き、ガイドラインがあることが望ましい。  

また、国連海洋法条約を受けて IMO が示した海洋施設廃棄指針53)（IMO89 年ガイドラ

イン）では、新規海洋設備・建造物について「廃止後に完全撤去できる設計及び建設と

すること」としている。IMO89 年ガイドラインに法的拘束力はなく、「海洋汚染等及び海

上災害の防止に関する法律」でも設計段階への言及はないが、今後新設されるプラット

フォームのためには、設計段階でのガイドラインが明確であることが望ましい。  

 

 廃坑関連  

英国と米国の廃坑規則を主に諸外国の廃坑規則を調査した。  

細かな違いはあるものの大きな考え方の違いは見られなかった。重要な点は廃坑後も

坑井の健全性を担保すること、油・ガス等の資源を保護し、それらを含む地層流体の地

表または他層への移動を防ぐごと、そのためセメントプラグを複数適切な箇所に設置す

ること、また特に陸上坑井においては帯水層を保護することが大きな柱になっている。  

本邦の廃坑措置基準は昭和 61 年に策定された。これは初期の API の廃坑ガイドライ

ンを参考にして作成されたものと考えられ、適宜見直されているものの、基本的な考え

方は昭和 61 年作成時のままに留まっており、深度、形状、種類、開発方法の坑井条件が

多様化し、複雑化している現在は見直しがなされる余地があるものと考えられる。特に

以下の点につき見直す必要があると考える。  

前提として、事業者も規制当局も理解はしていてその通りに実施しているものの、必

ずしも明確に記載されていないものとして、炭化水素の胚胎層の保護、帯水層の保護及

び流体の移動の防止が記載されていない、また、廃坑後にも将来にわたって坑井の健全

                                                      
51 「海洋施設廃棄の許可申請に関する告示」（環境省告示第 153 号，2006 年 12 月）  
52 NTL 2018-G03”Idle Iron Decommissioning Guidance for Wells and Platforms”，NTL 2019-G05“Site Clearance 

and Verification for Decommissioned Wells, Platforms, and Other Facilities”等  
53 https://cil.nus.edu.sg/wp-content/uploads/formidable/18/1989-Guidelines-and-Standards-for-the-Removal-of-

Offshore-Installations-and-Structures-on-the-Continental-Shelf-and-in-the-Exclusive-Economic-Zone.pdf  
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性を確保する必要がある事を明確に記載すべきである。特に、将来に当該坑井またはそ

のフィールド自体を CCS もしくは CCUS 等で利用する可能性も考え、坑井の健全性の確

保にはより注意を払う必要がある。  

そのためには以下が必要である。 

1）  廃坑後にも坑井の健全性を担保するために、坑井の廃坑前に坑井の現状を確認し、

事前に必要な補修を実施しておくこと、もしくは廃坑計画に補修を含んでおくこ

とが不可欠である。 

2）  帯水層の保護のためにはその位置を確認しておく必要がある。 

3）  他の層への流体の移動を防ぐためには、流体を含む層を確実に隔離する必要があ

る。 

 

現在の廃坑措置基準では、セメンチングが不十分な場合に最小径の CSG を抜きセメン

トで埋め立てることのみ求められているが、深度が深くなるにつれ地層圧力が高くなり

地表部のセメンチングのみでは対処できず、結果として最小径のケーシングの抜管のみ

では流体の移動や漏洩には対応できないため、隔離が不完全な層に対しては、その都度

なるべく近い位置での対処が必要である。少なくとも対象層がある区間より一段浅く設

置されているケーシングのシュー位置より深い部分において、アニュラス部分にバリヤ

ーを設置すべく補修をする必要がある。  

また、バリヤーの考え方を明確にすべきである。さらには、「元年度調査」で調査を実

施した英国 Oil & Gas UK 発行の廃坑についてのガイドラインや、今年度調査を実施した

テキサス州、ルイジアナ州の廃坑規制に示されているような、  
・バックアッププラグの考え方  
・水平坑井や Multi-Lateral 坑井に対する廃坑の考え方  

が無いことなどは、見直しする余地があるものと考えられる。  

特に海洋坑井では、万が一廃坑後に漏洩が発生した場合その影響・被害は陸上坑井に

比べ相対的に大きくなるため、一つのセメントプラグが Fail した場合に備えるバックア

ップの考えも取り入れるべきであると考えられる。  
 

 自然災害の激甚化  

API 規格による風速、波高、潮流等についてのデータからは、特にメキシコ湾の西側

海域で有義波高、最大波高等が増加していることが分かり、変化の要因について示す記

載はないが、高緯度の海域に比べ低緯度の海域で、より海象条件に変化のあったことが

うかがえる。 

気象海象条件の変化や、それに対処するための諸外国の石油・天然ガス開発規制や関

連規格の変更等の動向に注視が必要である。また、様々な施設の海洋への設置が進む中、

石油・天然ガス開発以外の海洋施設関連への規制動向等についても同様に最新動向の把

握が必要である。 
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我が国近海の気象海象条件も、中長期的に変動するものであるから、諸構造物（石油

天然ガス設備等）を建設するためのガイドラインを国が作成し、設計に用いられる気象

海象条件を示すことが有用である。  

米国では、通常は 100 年期待値による許容応力ベースの設計を行うが、500 年期待値

～1,000 年期待値の巨大台風に関しては、多少損傷は生じても、人命や環境に多大な影響

を与えるような施設の倒壊や転倒等を防ぐために極限耐力を確保する、合理的な要求が

なされている。我が国の耐震設計における Level-1 地震動と Level-2 地震動の区分と同様

の設計思想であり、海洋施設の設計に 100 年暴風波を想定している鉱山保安法でも、今

後の巨大台風等に対する考え方として参考となるものと考えられる。  

 
５.２ 鉱害防止対策 

我が国の現況調査等の現状を英国事例（試探掘）と比較した結果、現況把握に係る現

地調査の実施については生物生態系に関して実施有無の相違があり、我が国では生物生

態系に関する現地調査は実施されていなかった。  
この差異は、我が国の事業については比較的環境影響の小さい試探掘段階で終了する

事業であることから、一概に取り組みが不十分であるとは言えないと考えられた。  
但し、現地調査による生物情報の蓄積は今後のわが国油ガス田開発における鉱害防止

対策に資すると考えられる。  
諸外国事例において、現況把握における現地調査実施の有無や、影響要因ごとの予測

手法には開発段階間の明確な差異が認められなかった。予測手法の考え方に関して、豪

州事例では、英国事例と比較し、生産水の放出では負荷量算定のみではなく放出範囲等

のモデリングを実施する点が異なっていた。これらの相違点については、水深や離岸距

離、生物生態系とその脆弱性、過去の石油ガス開発等の周辺海域環境を加味し、判断さ

れているものと思われる。  
 

表 ４.２-20 に示した通り、英国と我が国の環境管理制度を比較すると、英国では制

度上管理されているものの、我が国では法制度上で管理されていない事項として以下の

6 点が確認された（比較、相違の詳細は４ .２ .８参照）。  

 海中騒音等による生物影響への配慮  

 環境影響評価（EIA）  

 海底攪乱の影響検討  

 廃止方法の比較検討  

 廃止計画  

 廃止終了後の計画の遂行性に係る報告  

いずれも運用面を見てみると、鉱業法・鉱山保安法に明示的な義務付けはされていな

いものの、「自主保安」の一環として十分に取り組まれており、実態としては英国を例と



111 

してみた開発先進諸外国と遜色のない鉱害防止・環境保全の取り組みがなされていると

考えられた。  

しかしながら、個別に法制度化し、国によるチェック体制を設けることで、国として

の鉱害防止・環境保全への取り組み姿勢を明確に示すことができる。  

なお、法制度化する場合には、自主保安の一環で実施されている現状と比べ、行政と

の調整や文書の作成、法制度の詳細度によっては現地調査の実施等のために事業者の時

間的、財務的負担が大きくなることが考えられる。よって、法制度化をする際には、そ

の必要性や明快な手順等を事前に事業者等を含む関係者と共通認識を築くために協議す

ることが望ましいと考えられる。  

具体的に法制度化を検討する場合、英国のように、環境影響評価を法的に要求するこ

とで、事業者に環境影響評価書の作成を義務付け、国が審査する体制が考えられる。海

中騒音等による生物影響及び海底攪乱の影響検討については、許認可制度にまでしなく

ても、環境影響評価書の中で、その影響を評価し、対策案が検討されていれば、計画段

階では十分な取り組みであると考えられる。  

廃止計画と比較検討については、別々の許認可にせずに、代替案検討に係る記載を含

む廃止計画の提出・承認制度を設けることも一案である。最後に、廃止終了後の報告は、

廃止計画を制度化した場合のみ有効であり、計画通りに実際の廃止措置が適切に実施さ

れたかを説明する文書による報告義務を課すことで、国として廃止措置の実態を把握で

きることになるものと考えられる。  
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North Uist Exploration Well Environmental Statement (2011) 

 

対 象 国：英国 

事 業 者：BP Exploration Operating Company Limited (BP) 

事 業 名：North Uist Exploration Well 

作 成 者：Genesis Oil and Gas Consultants Ltd. 

事 業 内 容：試探掘（Exploration well） 

位置、水深等：シェトランド諸島から北西 125km、水深 1,291m 

事 業 の 概 要：掘削船を用い、一本の試掘井をノースウイスト油層にて掘削する。また、必要

に応じて枝掘り(サイドトラック)も実施し、その後廃坑する。 

 

予測・評価の概要：EIA は the Offshore Petroleum Production and Pipelines (Assessment of 
Environmental Effects) Regulations 1999 (as amended)に従い実施した。EIA
の中心となるのは、環境及びその環境の利用者へ影響を及ぼし得る問題を特定

する要件である。問題の特定後、環境に対する潜在的なリスクの大きさを明ら

かにするために評価する。リスクが顕著に大きいと判定した場合には、設計や

緩和策の適用を通じて、そのリスクを取り除く又は低減する必要がある。対策

後でも、説明すべき残存する影響がある可能性がある。環境に対する潜在的な

リスクは、その影響が生じる可能性(Likelihood)と影響の重大性(Magnitude)の
組み合わせにより評価する。 
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Niobe Exploration Well Environmental Statement (2014) 

 
対 象 国：英国 

事 業 者：Suncor Energy UK Ltd 

事 業 名：Niobe Exploration Well 

作 成 者：BMT Cordah Limited、Suncor Energy UK Ltd 

事 業 内 容：試探掘 

位置、水深等：Caithness 沿岸より 40km、Moray 沿岸より 45km、水深 50～70m 

事 業 の 概 要：貯留層厚把握のためにジャッキアップリグによる試探掘井掘削を行う。掘削は

2015 年第 2 四半期から第 3 四半期の間に開始し、最大 45 日間操業する。 
 

予測・評価の概要：通常時の活動については環境レセプターへ影響を与えうるイベントの確率とそ

の影響の規模の積によってリスクの重大性を、事故時は事故発生確率とその影

響の規模の積によってリスクの重大性を評価しており、ともにリスクアセスメ

ントの手法であった。 
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Arran Development (2018) 

 
対 象 国：英国 

事 業 者：Dana Petroleum (E&P) Limited 

事 業 名：Arran Development 

作 成 者：Dana Petroleum (E&P) Limited、Xodus Group 

事 業 内 容：開発生産 

位置、水深等：北海中央部。スコットランドの Aberdeen から約 240km、英国ノルウェー中央

線から約 3km、水深 75～100m 

事 業 の 概 要：2019 年の第三四半期から、Arran 鉱区の Arran North に 2 本、Arran に 2 本

のガス井を掘削する。掘削にはセミサブまたはジャッキアップリグを利用する。

海底仕上げし、延長約 60km のパイプラインとアンビリカルを新設し、既存の

Shearwater プラットフォームに接続する（Arran North～South 間 7.3km、

Arran South～Shearwater 間 50.4km）。 
生産開始は、2020 年第四四半期終盤の計画。Arran field のガス生産量のピー

クは初年（2021 年）で、1 日当たり 3,114,665 Sm3（約 3.1 百万 Sm3）。コン

デンセートも初年で 1 日当たり 624 トン。 

予測・評価の概要：通常時、事故時とも同じ評価手法で、リスクアセスメントの形式が取られてい

た。Consequence（6 段階） x  Likelihood（5 段階）で、Impact Significance
を 7 段階で評価していた。 
評価では、開発・生産段階の評価のみでなく、廃止段階も想定して評価されて

いた。 
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Laverda Field Development (2018) 

 
対 象 国：英国 

事 業 者：Premier Oil UK Ltd 

事 業 名：Laverda Field Development 

作 成 者：Premier Oil UK Ltd、Genesis Oil and Gas Consultants Ltd. 

事 業 内 容：開発生産 

位置、水深等：Aberdeen の南東 175km、水深 85m 

事 業 の 概 要： Catcher 開発海域の拡張として開発を行う。2020 年に Laverda フィールドと

Catcher North フィールドにおいて、それぞれ生産井 1 本ずつを、本プロジェ

クトで設置するジャッキアップ型のリグ「Catcher North Drilling Template
（CNDT)」で掘削する。CNDT と既存の Varadero 施設間 2.4 km を 3 本のフ

ローライン（生産、ガスリフト用、EHC コントロールアンビリカル）で接続す

る。 生産開始は、2020 年第一四半期を計画。 

予測・評価の概要：通常時の環境影響と事故時の環境リスクは別々に評価されていた。通常時の場

合、計画された行為による環境への影響は「行為の期間」と「影響の重大性」

を掛け合わせて評価しており、事故時の場合、事象による影響は「影響の重大

性」と「事象の発生する可能性」を掛け合わせたリスクアセスメントを実施し

ていた。 
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7．激甚化 

 英国大陸棚にて海底施設に影響を及ぼすほどの地震の可能性は、非常に低い。海面上昇や異

常気象のような気候変動による影響は、考慮すべき影響の範囲を大幅に変更するほどではな

い。異常気象により掘削リグの事故の発生が高くなる可能性があるが、リグには天候悪化の

際に安全を確保し、操業を停止する手順書やリグが損傷した場合の緊急手順書が配置されて

いる。暫定操業油汚染緊急時計画(TOOPEP: Temporary Operations Oil Pollution 
Emergency Plans) にて、掘削リグの燃料在庫が全量損失するケースの検討をしている。

(Section 11.5) 
 潮汐や高潮による海底付近の強い潮流から洗掘が引き起こされ、リグの安定対策が必要にな

る場合もあるが、現場付近の今までの経験からリグの安定化にロックダンピングは必要では

ない。リグの設置後、遠隔操作無人探査機(ROV)が脚周辺の洗掘の形跡を監視する予定であ

る。(Section 2.5.1) 
 

以上 
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Scarborough – Offshore Project Proposal (2020) 

 
対 象 国：オーストラリア 

事 業 者：Woodside Energy Ltd. 

事 業 名：Scarborough Project 

作 成 者：不明 

事 業 内 容：全段階 

位置、水深等：西オーストラリア Burrup 半島沖約 375km、水深 900m 

事 業 の 概 要：本プロジェクトは Scarborough ガス田及び North Scarborough ガス田の商業

開発を目的としており、生産性の掘削後、海底坑口から FPU へタイバックす

る。坑口は初期の 7 本と将来的な最大 13 本で計最大 20 本を想定している。海

底設備としては海底坑口、マニフォールド、フローライン、アンビリカル、ト

ランクライン等の設置を予定している。 
 Woodside 社による FID は 2020 年を予定している。その後は 2020 年から

MODU による掘削を開始し、2024 年の生産開始を見込む。プロジェクトライ

フは 2055 年までが想定し、その後廃止措置を行う予定である。 
 

予測・評価の概要：通常時の影響（impact）については「影響の規模（Magnitude）」と「環境受

容体の敏感性（Sensitivity）」からなる表によって「影響の重大性（Signifince）」
を評価していた。事故時の影響（risk）については「発生確率（Likelihood）」
と「重大性（Conseqence）」からリスクレベルを評価していた。 
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5．事業実施中のモニタリング 
事業実施中モニタリングについての詳細は記載がなかった。 
 
6．事業終了後の取扱い（モニタリング 

事業実施後モニタリングについての記載はなかった。 

 
 

7．激甚化 

Cyclone について、５章で現況把握を実施していたほか、７章の影響評価における海底擾乱に関

して、アンカーへの追加負荷要因としても言及していた。 
 

 
以上 
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Corowa Development (2020 年) 

 
対 象 国：オーストラリア 

事 業 者：KATO Energy Pty Ltd 

事 業 名：Corowa Development 

作 成 者：不明（おそらく Xodus） 

事 業 内 容：全段階 

位置、水深等：離岸距離約 50km（近隣の都市である Onslow から約 60km）、水深 90m 

事 業 の 概 要：確認埋蔵量 7 MMstb の Corowa フィールドにおいて、軽油を回収する事業であ

る。 
海底構造物の設置区域の現地調査、坑井 4 本の掘削、ジャッキアップ型移動式

沖合処理ユニット（MOPU）の係留装置による設置、フローライン、ライザー、

浮体式貯蔵積出設備（FSO）の設置、設備の操業、海底・海上設備の廃止及び

撤去、廃坑が評価の対象となる本事業の構成要素である。「ハニービー生産シス

テム」と呼ばれる廃止後にすべての設備を撤去できるシステムをとっている。

杭打ちは行われない。 
現地調査は 2021 年第 3 四半期、掘削・設置は 2021 年第 4 四半期～2022 年第

1 四半期（スタートアップから 1～2 年後に第二回目の掘削）、生産開始は 2022
年第 2 四半期と計画されており、廃止は 2023～2026 年と見込まれており、短

期的な生産プロジェクトである。 
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段階で漁業者とコンサルテーションを実施する

ことを推奨された 
 
5．事業実施中のモニタリング 
9.8 章にモニタリングに係る記載がある。 
本 OPP 及び将来的に作成される EP に記載される法的要求事項の順守を確認するために、モニタ

リングが実施される予定であり、モニタリングの目的として、以下が挙げられている。 
 排水、排出をモニタリングする 
 本事業行為による環境の変化を特定する 
 手続き及び行為の継続的なレビューをする 
モニタリングの具体的な計画は特定の行為ごとに作成される EP に記載されるため、OPP にこれ

以上具体的な内容は記載されていなかった。 
なお、実施行為、遵守事項について記載した Environmental Performance Report を毎年

NOPSEMA に提出し、事故報告書を毎月 NOPSEMA に提出するとの記載があった。 
 
6．事業終了後の取扱い（モニタリング） 
本 OPP におけるモニタリングに係る記載は、上記 5 に記載した内容のみであり、事業酋長後の

取扱いに係る記載は確認できなかった。 
 

7．激甚化 
Cyclone 
 【代替案分析】FPSO の場合のサイクロン発生時の退避を考慮していた（p.24, 125） 
 【事業概要（FSO）】安全のため、サイクロン発生時には FSO を退避させる（p.85、96） 
 【事業概要（フローライン）】サイクロン発生時にシャットダウンする場合には、フローライ

ン中の炭化水素類は FSO に移し、フローラインには海水または随伴水で置き換える（p.95） 
 【事業概要（FSO での作業）】サイクロン発生時には輸送用タンカーへの炭化水素類の積み

替えは行わない（p.96） 
 【事業概要（メンテナンス、リペア）】サイクロン発生時には浮体式ホースを FSO 上に回収

し、海底フローラインはシャットインして、その場に残す（p.100） 
 【現況（気象）】サイクロン時には降水量が増加する。豪州内はどこでも数回はサイクロンが

くる（p.160） 
 【現況（海域）】サイクロン踏襲の頻度が高い（p.208、211、227） 
 【評価（海底攪乱）】頻発するサイクロンにより濁度が高くなることがある（p.294） 
 【評価（水圧試験水の排出）】サイクロン発生時にシャットダウンする場合には、フローライ

ン中の炭化水素類は FSO に移し、フローラインには海水または随伴水で置き換える（p.370） 
 【評価（計画外の海底攪乱）】ブイのアンカーはサイクロンなどの異常気象にも耐えられる設

計になっている（p.429） 
 
Climate Change 
 【要求事項】EPBC における管理計画の要約表。海洋爬虫類、魚類、鳥類、への主要な脅威
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として気候変動が挙げられているが、業界で対応すべき具体的な管理策は言及されていない

（p.63～66） 
 【要求事項】関連のある国際条約として気候変動条約枠組（UNFCCC）が挙げられている。

（p.74） 
 【スコーピング】スコーピングマトリクスにおいて、大気への排出による気候変動への影響

が項目として挙げられている。（p.266、332） 
 【評価（排ガス）】UNFCCC の下で提出が求められている国家インベントリレポートを参照

している。（p.330） 
 【評価（排ガス）】大気への排出により、気候変動等の影響が起こりうる。（p.332） 
 【評価（排ガス）】大気への排出による生物、社会環境への影響の詳細な評価を行わない理由

の説明の中で、気候変動の生物への影響に言及している。（p.332～334） 
 【評価（排ガス）】大気への排出により、気候変動に影響を及ぼす。（p.335） 
 【評価（排ガス）】大気への排出による気候変動への影響について、受容性を検討している。

（p.336） 
 【評価（排ガス）】最終的に、大気への排出による気候変動への影響は Minor であると結論

付けられている。（p.337） 
 【累積影響評価】本プロジェクトは気候変動の本質的な原因とならない。（p.545） 
 【評価要約】大気への排出による気候変動への影響は Minor（p.567） 
 【ステークホルダー】各影響がどのステークホルダーに関係するかを整理した表。気候変動

が影響の一つとして挙げられている。（p.586） 
 
Storm 
 【事業概要（フローライン）】100 年に一度のストームに耐えられる設計になっている。（p.83） 
 【現況（地域概況）】North-west shelf Province の海況は、潮汐、ストームの影響を受ける。

（p.157、211、213～215） 
 【評価（排出）】ストームの強度・頻度の増加等の気候変動による脅威の規模や重大性は複雑

であり、海洋保護区の価値にも影響を与える可能性がある。（p. 333） 
 【評価（デッキ排水、ビルジ）】ストーム等による Slops タンクの容量を超える水量があった

場合には、Slops タンクからあふれた分はオープンな排水システムに排出される。（p.401） 
 

以上 
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ここでは、基礎試錐に係る環境影響評価結果についてその概要を整理した。 
また、国内石油天然ガス開発の環境影響評価事例は希少であるため、従来の調査項目に加

えて環境影響評価で考慮された影響要因と環境要素を表に整理した。 
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国内事例 １ 
 

対 象 国：日本 

事 業 者：- 

事 業 名：- 

作 成 者：- 

事 業 内 容：試探掘 

位置、水深等：- 

事 業 の 概 要：試掘井の掘削及び廃坑 

 

予測・評価の概要：影響範囲 × 発生頻度 = リスクの大きさとし、リスク評価手法により評価を実

施。 
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メンテナンス 

廃泥、泥水、廃油 廃棄量 専用タンク 
常時 

廃棄物記録簿の記載 

プラスチック・木屑・

金属屑等 
分別・計量・一時保管 専用容器 

常時 

廃棄物記録簿の記載 

騒音 

海洋掘削リグ及び船

舶からの騒音 
騒音レベル 

エンジン室、リグフ

ロア等 

定期点検 

メンテナンス 

VSP 探査 
目視による海洋哺乳

類の観察 
海洋掘削リグ 作業時 

 
 
8．事業終了後の取扱い（モニタリング） 
 終了後のモニタリングについては、記載されていない。 
 
 
9．激甚化 

台風の発生状況について、気象庁データに基づき近 10 年の発生件数等のデータを整理、経路

図とともに記載。 
 
 

以上 
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国内事例 2  
 

対 象 国：日本 

業 者：- 

事 業 名：- 

作 成 者：- 

事 業 内 容：試探掘 

位置、水深等：- 

事 業 の 概 要：試掘井の掘削及び廃坑 

予測・評価の概要：影響の種類：直接、間接、誘発 
マグニチュード：範囲（地元、地域、国際）、期間（一時、短期、長期、恒久）、

程度（数値評価）、頻度（数値評価）の特性を組み合わせて判断 
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3．評価の手法 
 評価項目ごとに、下記のように評価が行われている。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 上記の形で整理されている評価結果は、以下に整理したように、通常時 14 項目、事故時 2 項

目である。 
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5．主な評価結果 
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Appendix 3 

 
英国と日本の環境管理に係る法制度の比較表 

 
 



試探掘 開発生産 廃止 手続き名 法的根拠 所管官庁 備考 手続き名 法的根拠 所管官庁

航路の安全確
保

✔ ✔ ✔ Consent to Locate Energy Act (Part 4a) 2008 OPRED

移動式設備の設置（CtL 1）
船舶（CtL 2）
着底式設備（プラットフォーム等）（CtL.3）
固定式設備の海底設置（CtL 4）
パイプライン及びケーブルシステムの設置（CtL 5）
その他（海上ブイ、係留等）（CtL6）

右記法令に基づく許可、届出
（海上で行われる工事、作業、工作物の設置行為に義務付け）

海上交通安全法
港則法

海上保安庁 大きな相違なし

海中騒音によ
る生物影響

✔ ✔ ✔ Marine Geological
Survey Consent

Offshore Petroleum Activities
(Conservation of Habitats)
Regulations 2001 (as amended)

OPRED
設備の埋設作業、地震波を利用する調査、廃止時のデブリ除去に必
要。マルチビーム、サイドスキャン、エコサウンダーでの調査では、
OPREDに通知するだけでよい。

なし なし なし
相違あり
日本には、海中騒音による生物影響に配慮する法令・手続きが
ない。

環境影響評価
（要否確認も含
む）

✔ ✔ ✔ Environmental Impact
Assessment

Offshore Petroleum Production
and Pipelines (Assessment of
Environmental Effects)
Regulations 1999

OPRED
試探掘時は、OPREDへの要否確認に基づき、実施される。
廃止時は、Decommissioining Programmeの補足資料として、環境影
響評価が実施される。

なし なし なし

相違あり
試探掘、開発生産、廃止段階に係る環境影響評価は、日本の
法令では要求されていない。
ただし、運用上、基礎試錐事業の実施者は、鉱山保安法で要
求されている「鉱山の現況調査及び記録」への対応として、保安
の一環で環境影響評価に相当するものを自主的に実施し、鉱
業法で要求されている施業案に添付して経済産業省に届出し
ている。

油流出時対策 ✔ ✔ ✔ Oil Pollution Emergency
Plan

Merchant Shipping (Oil Pollution
Preparedness, Response and Co-
operation Convention)
Regulations 1998 (as amended)

OPRED

以下の内容を含めた「保安規程」
 報告を行うべき場合、報告すべき内容、報告先その他報告に

係る遵守すべき手続
 防除措置の内容及びこれを講ずるために必要な組織、器材

等
 防除措置を講ずるため、当該鉱山にいる者その他の者が直ち

にとるべき措置
 防除措置を講ずるため、当該鉱山における措置に関する関係

機関等との調整に係る手続及び当該鉱山における連絡先

鉱山保安法 経済産業省

大きな相違なし
鉱業権者に対して独立した文書として、「油漏洩事故対応計
画」の策定は求めていないが、保安規程に定めなければならな
い内容の中に、大量の油の海洋への排出があったとき又は排出
のおそれが生じたときの対応として左記の項目が含まれており
（鉱山保安法施行規則第40条）、この内容は油漏洩事故対応
計画に相当すると考えられる。

化学物質の使
用・排出

✔ ✔ ✔ Chemical permit
Offshore Chemicals Regulations
(2002)

OPRED
右記の法令に基づくPRTR（Pollutant Release and Transfer
Register：化学物質排出移動量届出）制度のもと、指定された
化学物質の排出量・移動量を届出

化学物質排出把握管理促進法
経済産業省
環境省

大きな相違なし
英国は事前に許可取得、日本は事後に届出提出と、タイミング
が異なるが、化学物質の排出に係る管理の目的では合致すると
考えらえる。

鉱山保安法
鉱業権者は、…坑水、廃水等の処理…について、経済産業省令
の定めるところにより、鉱害の防止のため必要な措置を講じなけれ
ばならない

鉱山保安法施行規則
公共用水域または海域に排出する坑水または廃水は、水質汚濁
防止法の排出基準に適合すること

海洋汚染防止法
船舶に係る排水規制がある。

放射性物質の
使用

✔ ✔ ✔ Radioactive sources
authorisations

Radioactive Substances Act
1993, Ionising Radiations
Regulations 1999

Environment
Protection
Agency

右記法令に基づく許可、届出 放射性同位元素等の規制に関する法律
原子力規制委員
会

大きな相違なし

放射性物質の
廃棄

✔ ✔ ✔ Radioactive Waste
authorisations

Radioactive Substances Act
1993,

Environment
Protection
Agency

右記法令に基づく放射性物質使用に係る許可、届出の申請の
際に、廃棄方法等についても記載することになっている。

放射性同位元素等の規制に関する法律
原子力規制委員
会

大きな相違なし

右記法令に基づき、海域公園内での鉱物の採掘、指定動植物
種の捕獲等には許可または届出が必要

自然公園法 環境省

右記法令に基づき、生息地等保護区での開発行為には許可ま
たは届出が必要

絶滅のおそれのある野生動植物の種の保存に関する法律 環境省

海底攪乱 ✔ ✔ Deposit of materials on
the seabed consent

Petroleum Act 1998 OGA パイプライン固定・保護資材（土砂、マットレス等）が対象 なし なし なし

相違あり
日本では、鉱業法に基づく施業案にパイプラインの設置方法を
記載するのみで、海底攪乱による環境影響について検討する手
続きはない。自主保安の一環で実施される環境影響の評価に
おいては同影響が検討されることがある。

大気汚染防止 ✔
Pollution Prevention and
Control (PPC)
Combustion Plant Permit

Offshore Combustion Installations
(Prevention and Control of
Pollution) Regulations 2001

OPRED 鉱煙発生施設の届出

鉱山保安法施行規則
工事計画の一環として、届出が必要。
「鉱煙発生施設」とは、鉱山等の施設であって、大気汚染防止法
第二条第二項 に規定するばい煙発生施設に該当する施設をいう

経済産業省 大きな相違なし

温室効果ガス
排出量の把握

✔ ETS New Entrant
Reserve application

Greenhouse Gases Emissions
Trading Scheme (ETS)
Regulations 2012.

OPRED 右記法令に基づく排出量の報告 地球温暖化対策の推進に関する法律
経済産業省（報
告先）

大きな相違なし

鉱山保安法
鉱業権者は、…鉱煙等の処理…について、経済産業省令の定め
るところにより、鉱害の防止のため必要な措置を講じなければなら
ない

鉱山保安法施行規則
鉱煙発生設備から排出される鉱煙中の汚染物質の量又は濃度
は、大気汚染防止法の基準を遵守するよう要求されている。

大気汚染防止法
ばい煙に係る排出基準がある。

鉱山保安法
鉱業権者は、ガス…等の処理…について、経済産業省令の定め
るところにより、鉱害の防止のため必要な措置を講じなければなら
ない

鉱山保安法施行規則
大気中に排出される排出物に含まれる揮発性有機化合物の量
は、大気汚染防止法の基準を遵守するよう要求されている。

大気汚染防止法
揮発性有機化合物に係る排出基準がある。

日本
相違点

✔水質汚染防止 なし
大きな相違なし
日本では手続きの形式をとっていないが、水質汚染防止の目的
でみると、排水基準の遵守要求が相当すると考えられる。

手続きはなし
排水基準の遵守が要求されている

✔ ✔

手続きの種類
（目的）

英国

Oil Pollution Prevention
and Control (OPPC)
Permit

OPRED
Offshore Petroleum Activities (Oil
Pollution Prevention and Control)
Regulation 2005

OPRED
指定生物の殺傷、野鳥産卵地や営巣地等への損害が想定される場
合に取得。申請前に該当するかJNCCに要確認。

大きな相違なし
貴重種等の保
全

✔✔ ✔ Disturbance Licence

大きな相違なし
日本では手続きの形式をとっていないが、大気汚染防止の目的
でみると、排出基準の遵守要求が相当すると考えられる。

40トン/日以上をフレアする場合は、毎年申請が必要。
40トン/日未満であれば、簡易な申請となる。

4トン/日以上をベントする場合は、毎年申請が必要。
4トン/日未満であれば、簡易な申請となる。

なし

手続きはなし
排出基準の遵守が要求されている

手続きはなし
排出基準の遵守が要求されている

なし

大きな相違なし
日本では手続きの形式をとっていないが、大気汚染防止の目的
でみると、排出基準の遵守要求が相当すると考えられる。

英国と日本の環境管理に係る法制度の比較表

ベント量の把
握、低減

Energy Act 1976

OPREDPetroleum Act 1998
フレア量の把
握、低減

✔ Flaring Consent

OPREDVent Consent✔

Offshore Marine Conservation
(Natural Habitats & C.)
Regulations 2007 (as amended)



試探掘 開発生産 廃止 手続き名 法的根拠 所管官庁 備考 手続き名 法的根拠 所管官庁

日本
相違点

手続きの種類
（目的）

英国
英国と日本の環境管理に係る法制度の比較表

廃止方法の検
討

✔ Comparative
Assessment

OSPAR Decision 98/3
Petroleum Act 1998

OPRED なし なし なし

相違あり
廃止方法を検討する計画書の作成は義務付けられていない
が、自主保安の一環で事業者が様々な観点から廃止方法を検
討することになる。

廃止計画 ✔ Decommissioning
Programme

Petroleum Act 1998 OPRED
施設を海域に投棄する場合、「海洋施設廃棄の許可」を取得
する必要があり、申請時に廃棄に関する実施計画を示すことに
なっている。

海洋汚染防止法 環境省

一部相違あり
設備・施設を海洋に廃処分する場合には、実施計画を提出の
上、環境省の許可を得る必要がある。
施設を陸上に運搬して廃棄する場合は、自治体が認可した「産
業廃棄物収集運搬業」、「産業廃棄物処理業」等の業者に処理
を委託するため、実施計画に係る手続きはない。

海底攪乱 ✔ Marine Licences
Marine and Coastal Access Act
2009

OPRED

英国の領海、排他的経済水域及び延長大陸棚内における以下の行
為
- 建設（ケーブル敷設、既存構造物の維持・改変・改良）
- 投棄
- 船舶の沈没
- 燃焼
- 浚渫
- 除去
- 爆発物の投棄又は使用

施設を海域に投棄する場合、「海洋施設廃棄の許可」を取得
する必要がある。

海洋汚染防止法 環境省 大きな相違なし

廃止終了後の
報告

✔ Close-out Report Petroleum Act 1998 OPRED
海域作業終了より一年以内に、廃止計画に記載した通りに廃止したこ
とを示すために作成される。

鉱業権者は「石油鉱山の坑井又は石油坑を廃止する場合にお
いて、廃止後における湧水、ガス噴出等による鉱害を防止する
ため、その坑井又は石油坑について密閉その他の措置を講じた
とき」に産業保安監督部長に報告する義務がある

鉱山保安法
鉱山保安法施行規則

経済産業省

相違あり
日本では廃坑措置に係る報告が義務付けられている。ただし、
焦点は坑井のみであり、また計画に遵守した廃止措置であった
ことを示すための報告書ではないため、英国の制度に相当する
手続きはない。
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SCERP 対応組織図の例
SCERP 期間と工程

帯水層がセメントで隠されていないインターミ
ディエイトCSGに対するセメントプラグ設置例

帯水層をセメントで全て隠したプロダクション
CSGに対するセメントプラグ設置例

帯水層がセメントで隠されていないプロダクショ
ンCSGに対するセメントプラグ設置例
プロダクションCSGが設置されていない裸坑部に
対するセメントプラグ設置

二次利用未承諾リスト

令和２年度 石油・ガス供給等に係る
保安対策調査等委託費（海洋における
石油・天然ガス開発に係る保安調査）

令和２年度 石油・ガス供給等に係る
保安対策調査等委託費（海洋における
石油・天然ガス開発に係る保安調査）

一般財団法人エンジニアリング協会

Relief Well掘削計画模式図

Well construction phaseにおける一般的な要素

Well operation phaseにおける一般的な要素

Well abandonment phaseにおける一般的な要素

引用されている規格、ガイドライン等のリスト

水平坑に対するセメントプラグ設置例

坑井健全性マネジメントにおける一般的な要素

帯水層をセメントで全て隠したインターミディエ
イトCSGに対するセメントプラグ設置例

タイトル
PRAの実行フローチャート
ノルウェーにおける撤去申請プロセス

全ての帯水層を隠したサーフェスCSGに対するセ
メントプラグ設置例

帯水層下200ftに設置されたサーフェスCSGに対す
るセメントプラグ設置
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Ettrick and BlackbirdsのComparative

Subsea Pileを使用した矯正方法
MC20 プラットフォームの状況推定図
倒壊前のプラットフォームイメージ
油の回収作業イメージ
推奨されているComparative Assessmentの手法




